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松阪市は、松阪市環境基本条例第3条に定める基本理念に基づき、
2018(平成 30) 年 2月に 2027(令和 9) 年度までの 10 年間を計画期
間とした松阪市第 2 次環境基本計画を策定し、みなさまのご協力を
得ながらさまざまな施策に取り組んでまいりました。現在、計画期間
の半ばが過ぎましたが、環境行政を取り巻く状況は年々変化してお
ります。世界では 2021  令和 3）年 11 月、イギリス・グラスゴーで
開催された国連気候変動枠組条約第 26 回締約国会議  COP26）にお
いて、1.5℃努力目標追求の決意が「グラスゴー気候合意」に明記さ
れました。�

�
我が国においても 2020 (令和 2)年 10 月に菅内閣総理大臣は所信表明演説において、「2050 年まで
に温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする脱炭素社会の実現を目指す」と宣言しました。目まぐ
るしく変化する社会情勢や計画の進捗状況を踏まえ、松阪市第 2 次環境基本計画をより実効性のある
ものとするため、このたび中間見直しを行いました。また、脱炭素社会への移行に向けた取組を進めて
いく姿勢を表明するため、2023 (令和 5)年 2 月に、2050(令和 32) 年までに二酸化炭素排出量の実質
ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ宣言」を表明しました。�
�
多岐にわたる環境問題は、行政だけで解決できるものではなく、行政 ・市民 ・市民団体 ・事業者など
が協力し、環境への負荷の少ない持続可能な社会を築くことが重要であると考えております。今後は、
本計画に基づき、うるおいある豊かな環境を未来へ引き継いでいくため、さまざまな環境施策のさら
なる推進を図ってまいりますので、みなさまの一層のご理解とご協力をお願い申し上げます。�
�
結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見、ご提案をいただきました市民のみなさま、環境審議
会など関係者の方々へ心から御礼申し上げます。�
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� � � 2023(令和 5)年 3 月� � �
松阪市長� � 竹� 上� 真� 人� �
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第 1章�

計画の基本的事項�

この章では、第 2 次松阪市環境基本計画
の中間見直しの意義や市の環境分野にお
ける現状などをとりまとめています。�
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１.２� 中間見直しの背景�

�
環境分野における国際的な動向�

2018  平成 30）年に本計画を策定して以降、国内外において、気候変動�問題や地球温暖化対策とし
ての脱炭素化の動きの加速化など、環境分野においては大きな社会情勢の変化があり、さまざまな取
組が行われてきました。�
�
�
（１）気候変動�
気候変動問題は、地球上のすべての生物に関わる避けることのできない喫緊の課題です。世界的に
も平均気温の上昇、雪氷の融解、海面水位の上昇が観測されており、わが国においても、平均気温の上
昇、大雨、台風等による被害、農作物や生態系への影響等が観測されています。�
2015  平成 27）年にフランス・パリで開催された国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議  COP21）
では、 「パリ協定」が採択され、世界共通の目標として産業革命以前と比べて気温上昇を２℃未満に保
つとともに、1.5℃に抑える努力目標が掲げられました。さらに、2021  令和 3）年 11 月、イギリス・
グラスゴーで開催された国連気候変動枠組条約第 26 回締約国会議 COP26）では、1.5℃努力目標追
求の決意が気候変動対策の方向性と政治的メッセージを示す包括的な文書である「グラスゴー気候合
意」に明記されました。�
�
（２）生物多様性��
世界的な気候変動問題は、生物多様性や生態系に大きな影響を与えています。2021  令和 3）年 10
月に生物多様性条約第 15 回締約国会議  COP15）第１部が開催され、ハイレベルセグメント  閣僚級
会合）では、多くの国 ・地域の首脳や閣僚から 2050 年までの長期目標 「自然と共生する世界」に向け
た各国の取組が発信され、日本からは生物多様性日本基金の第 2 期として総額 1,700 万米ドル規模で
の国際支援を表明しました。また、2022  令和 4）年の COP15 第 2部における 「ポスト 2020 生物多
様性枠組」の採択に向けた決意を示す「昆明宣言」が採択されました。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
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� 気候変動� 大気の平均状態がさまざまな要因により、変動すること。気候変動の要因には自然の要因と人為的な要因があ
り、近年は大量の石油や石炭などの化石燃料の消費による大気中の二酸化炭素濃度の増加による地球温暖化に対する懸念が
強まり、人為的な要因による気候変動に対する関心が強まっている。�

�
� 生物多様性� 生き物たちの豊かな個性とつながりのこと。生物多様性条約では、生態系の多様性・種の多様性・遺伝子の多
様性という 3つのレベルで多様性があるとしている。�

��

� 計画の基本的事項�

１.１� 第 2次環境基本計画の中間見直しについて�

2018 平成 30）年 2 月、松阪市環境基本条例 以下「条例」という。）第 9 条の規定に基づき、う
るおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を長期的な視野で総合的かつ計画的に推進するため、
目標年度を 2027 令和 9）年度とする「第２次松阪市環境基本計画」 以下「本計画」という。）を策
定しました。�

また、2021  令和 3）年 2 月、本計画の上位計画である 「松阪市総合計画」 以下 「総合計画」とい
う。）を策定し、「ここに住んで良かった� みんな大好き松阪市」を具体的に実現するための取組とし
て、「輝く子どもたち」「いつまでもいきいきと」「活力ある産業」「人も地域も頑張る力」「安全 ・安心
な生活」「快適な生活」「市民のための市役所」の７つの政策と、超高齢社会における 10 年先、20 年先
を見据えた視点で政策をまたぐ「横断的な取組」をまとめました。�

本計画の計画期間は 2018  平成 30）年度から 2027  令和 9）年度までの 10 年間としており、策定
後 5年を経過する 2022 令和 4）年度に中間見直しを行うこととしています。総合計画や関係計画と
の整合を図りつつ、また、近年の脱炭素化の動きの加速化など環境分野における社会情勢の変化に対
応するため、喫緊の課題である地球温暖化対策の強化を中心として必要な見直しを行います。�

〇松阪市の環境分野における計画の体系�

松阪市環境基本条例�

≪環境に関する他の個別計画等≫�
・松阪市一般廃棄物(ごみ)処理基本計画
・松阪市分別収集計画
・松阪市環境マネジメントシステム
・松阪市生活排水処理基本計画
・松阪市循環型社会形成推進地域計画

松
阪
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総
合
計
画�

地球温暖化対策の推進に関する法律�

松阪市環境基本計画� 松阪市地球温暖化対策実行計画�

≪他の個別計画≫�
※ 他の計画のうち、環境分野を含む計画
・松阪市森林整備計画
・松阪市公共建築物等木材利用方針
・松阪市都市計画マスタープラン
・松阪市景観計画

整合�
連携�

整合�
連携�
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環境分野におけるわが国の最近の取組�

わが国においては、2018 平成 30 年）４月、COP21 のパリ協定などの環境問題に関する国際的な
潮流を受けて「第 5 次環境基本計画」が閣議決定され、分野横断的な重点戦略を設定し、環境政策に
よる経済・社会的課題の同時解決の実現を目指しています。�
また、同年 11 月には 「気候変動適応計画」を閣議決定し、緩和と適応による地球温暖化対策の取組
が始まりました。2019  令和元）年 5月には、3R�＋Renewable  再生可能資源への代替）を基本原則
としたプラスチックの資源循環を総合的に推進するための 「プラスチック資源循環戦略」を策定し、翌
年 7月からレジ袋の有料化�が開始しています。�
パリ協定に加えて、国連気候変動に関する政府間パネル  IPCC）の 「IPCC1.5℃特別報告書」により、
産業革命以降の温度上昇を 1.5℃以内に抑えるという努力目標を達成するためには、2050 年近辺まで
のカーボンニュートラルが必要であるという報告を受け、2020  令和２）年 10 月、菅内閣総理大臣は
所信表明演説において、「2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする脱炭素社会��の実
現を目指す」と宣言しました。さらに、2021  令和 3）年 4月には、菅内閣総理大臣は、地球温暖化対
策推進本部及び米国主催の気候サミットにおいて、「2030 年度に、温室効果ガスを 2013 年度から 46％
削減することを目指す。さらに、50％の高みに向けて挑戦を続けていく」ことを表明しました。�
また、2021 令和 3 年）6 月、地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律が公布さ
れ、2050 年脱炭素社会の実現を基本理念とすることが規定され、地方自治体においても再生可能エネ
ルギーの利用促進などに実施目標の設定を求めるなど地域における脱炭素化が期待されています。�
�

年� 国際的な動向� 国内の動向�

2015 H27）� ○気候変動枠組条約第 21 回締約国会議開催� �

2016 H28）� � ○地球温暖化対策計画� 閣議決定�

2017 H29）� ○名古屋議定書締結� �

2018 H30）� ○1.5℃特別報告書公表� ○第５次環境基本計画� 閣議決定�
○気候変動適応計画� 閣議決定�

2019 R01）� ○大阪ブルー・オーシャン・ビジョン共有� ○プラスチック資源循環戦略� 策定�

2020 R02）� � ○菅首相所信表明演説「2050 年カーボンニュート
ラル 脱炭素社会）の実現」�

2021 R03）� ○生物多様性条約第 15回締約国会議第 1部開催�
○気候変動枠組条約第 26 回締約国会議開催�

○温室効果ガス 2030 年度に 2013 年度比 46％
 50％の高みを目指す）削減目標公表�
○改正地球温暖化対策推進法� 成立�

� �

������������������������������������������������������
� 3R � Reduce：リデュース 発生抑制）、Reuse：リユース 再使用）、Recycle：リサイクル 再生利用）の３つのRの総
称。�

�
� レジ袋の有料化� 海洋プラスチックごみ問題などの解決に向けた第一歩として消費者のライフスタイルの変革を促すことを
目的に全国一律でプラスチック製買物袋 いわゆるレジ袋）の有料化がスタート。�

�

�� 脱炭素社会� 地球温暖化防止のため、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボンニュートラルを目指す社会の
こと。�

��

（３）地球温暖化対策�
近年、人類の経済活動の拡大にともなって、二酸化炭素 CO2）をはじめとして、メタン CH4）、

一酸化二窒素  N2O）、代替フロン類等の温室効果ガス�が大量に大気中に排出されることによる地球温
暖化が進行していると言われています。とくに二酸化炭素 CO2）は、発電所等での化石燃料�の燃焼
などによって膨大な量が排出されています。�
2021  令和 3）年の COP26 では、2015  平成 27）年のパリ協定  COP21）の目標設定から、目標

達成のための具体的な政策を示すこととなり、そこでは、政府だけでなく地方公共団体や民間事業者
等のあらゆるセクターが自主的に目標を設定して取組を加速化させる共同声明がなされました。�
例えば、世界の主要市場で 2035  令和 17）年、世界全体で 2040  令和 22）年までに販売されるす

べての新車を電気自動車などのゼロエミッション車とすることを目指す共同声明や、企業が自らの事
業活動における使用電力を 100％再生可能エネルギー�電力で賄うことを目指す国際的なイニシアティ
ブである「RE100」の取組に各国の企業が参加しています。�
�

（４）循環型社会��
廃棄物問題では、近年、海洋に流出した海洋プラスチックごみが世界的な課題となっています。海洋

プラスチックごみは、海の生態系に甚大な影響を与えているほか、環境の悪化や海岸機能の低下、景観
への悪影響など漁業や観光へも大きな影響を与えています。とくに、マイクロプラスチック�による海
洋生態系への影響が懸念されており、2019  令和元）年 6月、G20 大阪サミットにおいて、2050  令
和 32）年までに追加的な汚染をゼロにすることを目指す 「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」をG20
首脳間で共有しました。�
�
� �

������������������������������������������������������
� 温室効果ガス� 太陽からの熱を地球に封じ込め、地表を暖める働きがあるガスのこと。人間の活動によって増加した主な温
室効果ガスには、二酸化炭素 CO2）やメタン CH4）、一酸化二窒素 N2O）、フロンガスがあります。�

�

� 化石燃料� 石油、石炭、天然ガスなど地下から掘り出される燃料で、数億年前の植物やプランクトンの死がいが海の底など
に溜まった後に分解され、熱や圧力によって変化してできたもの。�

�

� 再生可能エネルギー� エネルギー源として永続的に利用することができる太陽光・風力・水力・地熱・太陽熱・バイオマス
などをいう。�

�
� 循環型社会� まず製品等が廃棄物等となることを抑制し、次に排出された廃棄物等についてはできるだけ資源として適正に
利用し、最後にどうしても利用できないものは適正に処分することが確保されることにより実現される、「天然資源の消費が
抑制され、環境への負荷ができる限り低減された社会」のことをいう。�

�
� マイクロプラスチック� 微細なプラスチック類のこと。一般的に 5mm以下のものをいいます。海洋中の有害物質を吸着する
とともに、魚などの海洋生物から食物連鎖を通じて人間の体内に取り込まれることで健康被害を引き起こすことが指摘され
ており、国際的な課題となっています。�
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2019 R01）� ○大阪ブルー・オーシャン・ビジョン共有� ○プラスチック資源循環戦略� 策定�

2020 R02）� � ○菅首相所信表明演説「2050 年カーボンニュート
ラル 脱炭素社会）の実現」�

2021 R03）� ○生物多様性条約第 15回締約国会議第 1部開催�
○気候変動枠組条約第 26回締約国会議開催�

○温室効果ガス 2030 年度に 2013 年度比 46％
 50％の高みを目指す）削減目標公表�
○改正地球温暖化対策推進法� 成立�

� �

������������������������������������������������������
� 3R � Reduce：リデュース 発生抑制）、Reuse：リユース 再使用）、Recycle：リサイクル 再生利用）の３つのRの総
称。�

�
� レジ袋の有料化� 海洋プラスチックごみ問題などの解決に向けた第一歩として消費者のライフスタイルの変革を促すことを
目的に全国一律でプラスチック製買物袋 いわゆるレジ袋）の有料化がスタート。�

�

�� 脱炭素社会� 地球温暖化防止のため、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボンニュートラルを目指す社会の
こと。�

��

（３）地球温暖化対策�
近年、人類の経済活動の拡大にともなって、二酸化炭素 CO2）をはじめとして、メタン CH4）、

一酸化二窒素  N2O）、代替フロン類等の温室効果ガス�が大量に大気中に排出されることによる地球温
暖化が進行していると言われています。とくに二酸化炭素 CO2）は、発電所等での化石燃料�の燃焼
などによって膨大な量が排出されています。�
2021  令和 3）年の COP26 では、2015  平成 27）年のパリ協定  COP21）の目標設定から、目標

達成のための具体的な政策を示すこととなり、そこでは、政府だけでなく地方公共団体や民間事業者
等のあらゆるセクターが自主的に目標を設定して取組を加速化させる共同声明がなされました。�
例えば、世界の主要市場で 2035  令和 17）年、世界全体で 2040  令和 22）年までに販売されるす

べての新車を電気自動車などのゼロエミッション車とすることを目指す共同声明や、企業が自らの事
業活動における使用電力を 100％再生可能エネルギー�電力で賄うことを目指す国際的なイニシアティ
ブである「RE100」の取組に各国の企業が参加しています。�
�

（４）循環型社会��
廃棄物問題では、近年、海洋に流出した海洋プラスチックごみが世界的な課題となっています。海洋

プラスチックごみは、海の生態系に甚大な影響を与えているほか、環境の悪化や海岸機能の低下、景観
への悪影響など漁業や観光へも大きな影響を与えています。とくに、マイクロプラスチック�による海
洋生態系への影響が懸念されており、2019  令和元）年 6月、G20 大阪サミットにおいて、2050  令
和 32）年までに追加的な汚染をゼロにすることを目指す 「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」をG20
首脳間で共有しました。�
�
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� 温室効果ガス� 太陽からの熱を地球に封じ込め、地表を暖める働きがあるガスのこと。人間の活動によって増加した主な温
室効果ガスには、二酸化炭素 CO2）やメタン CH4）、一酸化二窒素 N2O）、フロンガスがあります。�

�

� 化石燃料� 石油、石炭、天然ガスなど地下から掘り出される燃料で、数億年前の植物やプランクトンの死がいが海の底など
に溜まった後に分解され、熱や圧力によって変化してできたもの。�

�

� 再生可能エネルギー� エネルギー源として永続的に利用することができる太陽光・風力・水力・地熱・太陽熱・バイオマス
などをいう。�

�
� 循環型社会� まず製品等が廃棄物等となることを抑制し、次に排出された廃棄物等についてはできるだけ資源として適正に
利用し、最後にどうしても利用できないものは適正に処分することが確保されることにより実現される、「天然資源の消費が
抑制され、環境への負荷ができる限り低減された社会」のことをいう。�

�
� マイクロプラスチック� 微細なプラスチック類のこと。一般的に 5mm以下のものをいいます。海洋中の有害物質を吸着する
とともに、魚などの海洋生物から食物連鎖を通じて人間の体内に取り込まれることで健康被害を引き起こすことが指摘され
ており、国際的な課題となっています。�



��

（２）河川・海域�
松阪市には、１級河川である雲出川と櫛田川をはじめ、市街地を流れる阪内川や三渡川、金剛川など

の大小多くの河川が流れており、それぞれ伊勢湾に注いでいます。川と海の合流点である河口域に形
成された広大な干潟には、多様な生物が生息し、豊かな生態系を形成しています。とくに、松名瀬干潟
は、干潟の典型といわれる潟湖干潟・河口干潟・前浜干潟の３つがすべて揃う貴重な干潟です。�
川は山から平野を通り海に流れ出ますが、その間には、治水や利水など多くの役割を果たし、人々

の暮らしを支えています。また、多くの動植物の生息・生育環境となっており、とくに祓川は、生物
多様性の観点から重要度の高い湿地「日本の重要湿地 500」に選ばれています。�
�
（３）動植物�
市域西部に位置する高見山、国見山などの台高山脈付近には、国特別天然記念物のカモシカや県天

然記念物のオオダイガハラサンショウウオをはじめ、多くの希少な動植物が生息・生育しています。
また、雲出川や櫛田川河口の干潟では、マガモやヒドリガモなどの渡り鳥や数多くの水鳥をみること
ができ、ハクセンシオマネキなどのカニ類も生息しています。身近なところでも、祓川のタナゴ類、
中村川のネコギギ、阿射加神社や水屋神社境内に生息するムササビなど、貴重な生き物が生息してい
ます。�
そのほか、蓮のムシトリスミレ群落や大石町の不動院ムカデラン群落、櫛田川河口中洲や碧川堤の

ハマボウ群落、勢津のフウラン群落など、特色ある植物群落がみられます。�
� �

■松阪市に生息する動植物�

資料：松阪市ネイチャーマップ、松阪市都市計画マスタープラン� �

オオダイガハラサンショウウオ、
蓮のムシトリスミレ群落、�
カモシカ�

水屋神社の大クス�

不動院ムカデラン群落�

ハマボウ群落、シオクグ、
ハクセンシオマネキ等�

中村川ネコギギ�

阿射加神社社叢�

��

１.３� 松阪市の環境分野における現状�

�
自然環境�
�
（１）森林�
松阪市の森林面積は、42,802ha  森林比率は 69%）と県内で最も広く、このうち、人工林が 74%を
占め、そのほとんどがスギやヒノキなどの針葉樹となっています。また、森林面積の 26%を有する天
然林は、シイ、カシ、ナラ類などの広葉樹がその多くを占めています。�
森林は、野鳥や動植物の生息 ・生育の場だけでなく、渇水や洪水を緩和する水源のかん養機能��や二

酸化炭素の吸収 ・貯蔵機能など多様な機能を有しています。これらの機能をもつ森林は、適切な間伐が
行われることで維持することができると言われています。�
したがって、市域の多くを占める森林の多様な機能が将来世代においても発揮できるよう、造林事

業や森林環境創造事業等により適切な間伐を実施していく必要があります。�
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�� かん養機能� 森林の土壌が、降水を貯留し、河川へ流れ込む水の量を平準化して洪水を緩和するとともに、川の流量を安定
させる機能。また、雨水が森林土壌を通過することにより、水質が浄化されること。�

資料：三重県森林・林業統計書� �

■土地利用概況図�

�

■松阪市の間伐実施面積の推移�
�

資料：松阪市都市計画マスタープラン� �
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資源循環�

（１）ごみ�
ごみ処理の状況をみると、2021  令和 3）年度の総ごみ量��は 55,862t であり、市民 1人１日当たり
の排出量は 951g/人・日となっており、近年は、ほぼ横ばいで推移しています。�
市では、家庭系ごみの減量化を進めていくために、生ごみ処理容器設置に対する補助金の交付をは
じめ、生ごみの水切りや紙ごみなどの分別の促進のほか、「松阪市 3R サポーター」によるごみ減量や
3R の啓発活動及び情報発信などを行っていますが、一層のごみ減量化に向けてさらなる取組が必要で
す。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

資料：令和４年度清掃事業概要� �

（２）リサイクル�
ごみの資源化量は、2021  令和３）年度で 5,867t、資源化率は 10.08%となっています。2020  令和
2）年度の三重県内の資源化率は 20.5％であり、松阪市は県内の平均と比較すると低くなっており、今
後もリサイクルに関する啓発活動や情報発信を行い、資源物保管庫 市内 3 か所）の利用促進や自治
会・PTA・子ども会などが行う資源物集団回収などを継続していく必要があります。�
�
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�� 総ごみ量� 市が取り扱う燃えるごみ、燃えないごみ、埋立物、資源物などのごみの総量。集団回収は含まない。�

■松阪市の資源化の推移�

■松阪市のごみ処理の状況�

資料：令和４年度清掃事業概要� �
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（４）大気・水環境�
大気環境では、二酸化硫黄  SO2）、一酸化炭素  CO）、浮遊粒子状物質  SPM）、二酸化窒素  NO2）、
光化学オキシダント  OX）、微小粒子状物質  PM2.5）の大気汚染 6物質について、松阪市立第五小学
校  久保町）で継続的に観測が行われています。また、これらの 6物質に加え、ベンゼン、トリクロロ
エチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタンの有害大気汚染 4物質についても調査されており、
概ね環境基準��を満たしています。ただし、光化学オキシダントについては、近年ではいずれの年も環
境基準を満たしていません。�
�

�

� H27 年度� H28 年度� H29 年度� H30 年度� R01 年度� R02 年度� R03 年度�

大気
汚染
物質�

二酸化硫黄� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
一酸化炭素� －� －� －� －� －� －� －�
浮遊粒子状物質� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
二酸化窒素� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
光化学オキシダント� ▲� ▲� ▲� ▲� ▲� ▲� ▲�
微小粒子状物質� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�

有害
大気
汚染
物質�

ベンゼン� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
トリクロロエチレン� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
テトラクロロエチレン� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
ジクロロメタン� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�

資料：大気環境測定結果 三重県）�

�
水環境では、河川及び海域の主要な地点で水質調査が行われており、海域では、津・松阪地先海域
で環境基準を満たしていない年がありましたが、近年ではいずれも満たしています。また、河川につ
いては、環境基準を満たしているものの、三重県の環境基準点の河川の汚れが目立つワースト 5に、
市内の金剛川 上流）が 2010 平成 22）年以降毎年入っています。�
�

�

� H27 年度� H28 年度� H29 年度� H30 年度� R01 年度� R02 年度� R03 年度�

河川�
BOD���

櫛田川 上流）：AA� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
櫛田川 下流）：A� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
阪内川 上流）：A� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
阪内川 下流）：B� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
金剛川 上流）：D� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�

海域�
COD���

津・松阪地先海域 ST-1� ○� ○� ▲� ▲� ○� ○� ○�
津・松阪地先海域 ST-2� ○� ○� ▲� ▲� ○� ○� ○�
津・松阪地先海域 ST-3� ○� ○� ▲� ▲� ○� ○� ○�

資料：公共用水域及び地下水の水質調査結果 三重県）�
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�� 環境基準� 大気、水、土壌、騒音に係る環境上の条件について環境基本法で定められた人の健康の保護及び生活環境の保全
のうえで維持されることが望ましい基準。行政上の政策目標。�

�
�� BOD � Biochemical Oxygen Demand の略で、日本語で生物化学的酸素要求量といい、水中に含まれる有機物が微生物によ
って分解されるときに消費される溶存酸素量を表したもの。�

�
�� COD � Chemical Oxygen Demand の略で、日本語で化学的酸素要求量といい、BODと同様に水中に含まれる有機物による
汚濁を測る指標。�

〇：達成� � ▲：非達成�

〇：達成� � ▲：非達成�

■大気汚染物質及び有害大気汚染物質の環境基準適合状況�

■河川及び海域の環境基準適合状況�



��

資源循環�

（１）ごみ�
ごみ処理の状況をみると、2021  令和 3）年度の総ごみ量��は 55,862t であり、市民 1人１日当たり

の排出量は 951g/人・日となっており、近年は、ほぼ横ばいで推移しています。�
市では、家庭系ごみの減量化を進めていくために、生ごみ処理容器設置に対する補助金の交付をは

じめ、生ごみの水切りや紙ごみなどの分別の促進のほか、「松阪市 3R サポーター」によるごみ減量や
3R の啓発活動及び情報発信などを行っていますが、一層のごみ減量化に向けてさらなる取組が必要で
す。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

資料：令和４年度清掃事業概要� �

（２）リサイクル�
ごみの資源化量は、2021  令和３）年度で 5,867t、資源化率は 10.08%となっています。2020  令和
2）年度の三重県内の資源化率は 20.5％であり、松阪市は県内の平均と比較すると低くなっており、今
後もリサイクルに関する啓発活動や情報発信を行い、資源物保管庫 市内 3 か所）の利用促進や自治
会・PTA・子ども会などが行う資源物集団回収などを継続していく必要があります。�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

������������������������������������������������������
�� 総ごみ量� 市が取り扱う燃えるごみ、燃えないごみ、埋立物、資源物などのごみの総量。集団回収は含まない。�

■松阪市の資源化の推移�

■松阪市のごみ処理の状況�

資料：令和４年度清掃事業概要� �

��

（４）大気・水環境�
大気環境では、二酸化硫黄  SO2）、一酸化炭素  CO）、浮遊粒子状物質  SPM）、二酸化窒素  NO2）、

光化学オキシダント  OX）、微小粒子状物質  PM2.5）の大気汚染 6物質について、松阪市立第五小学
校  久保町）で継続的に観測が行われています。また、これらの 6物質に加え、ベンゼン、トリクロロ
エチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタンの有害大気汚染 4物質についても調査されており、
概ね環境基準��を満たしています。ただし、光化学オキシダントについては、近年ではいずれの年も環
境基準を満たしていません。�
�

�

� H27 年度� H28 年度� H29 年度� H30 年度� R01 年度� R02 年度� R03 年度�

大気
汚染
物質�

二酸化硫黄� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
一酸化炭素� －� －� －� －� －� －� －�
浮遊粒子状物質� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
二酸化窒素� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
光化学オキシダント� ▲� ▲� ▲� ▲� ▲� ▲� ▲�
微小粒子状物質� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�

有害
大気
汚染
物質�

ベンゼン� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
トリクロロエチレン� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
テトラクロロエチレン� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
ジクロロメタン� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�

資料：大気環境測定結果 三重県）�

�
水環境では、河川及び海域の主要な地点で水質調査が行われており、海域では、津・松阪地先海域

で環境基準を満たしていない年がありましたが、近年ではいずれも満たしています。また、河川につ
いては、環境基準を満たしているものの、三重県の環境基準点の河川の汚れが目立つワースト 5に、
市内の金剛川 上流）が 2010 平成 22）年以降毎年入っています。�
�

�

� H27 年度� H28 年度� H29 年度� H30 年度� R01 年度� R02 年度� R03 年度�

河川�
BOD���
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櫛田川 下流）：A� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
阪内川 上流）：A� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
阪内川 下流）：B� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
金剛川 上流）：D� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�

海域�
COD���

津・松阪地先海域 ST-1� ○� ○� ▲� ▲� ○� ○� ○�
津・松阪地先海域 ST-2� ○� ○� ▲� ▲� ○� ○� ○�
津・松阪地先海域 ST-3� ○� ○� ▲� ▲� ○� ○� ○�

資料：公共用水域及び地下水の水質調査結果 三重県）�

� �

������������������������������������������������������
�� 環境基準� 大気、水、土壌、騒音に係る環境上の条件について環境基本法で定められた人の健康の保護及び生活環境の保全
のうえで維持されることが望ましい基準。行政上の政策目標。�

�
�� BOD � Biochemical Oxygen Demand の略で、日本語で生物化学的酸素要求量といい、水中に含まれる有機物が微生物によ
って分解されるときに消費される溶存酸素量を表したもの。�

�
�� COD � Chemical Oxygen Demand の略で、日本語で化学的酸素要求量といい、BODと同様に水中に含まれる有機物による
汚濁を測る指標。�

〇：達成� � ▲：非達成�

〇：達成� � ▲：非達成�

■大気汚染物質及び有害大気汚染物質の環境基準適合状況�

■河川及び海域の環境基準適合状況�



���

（２）温室効果ガス�
松阪市における温室効果ガス CO2）排出量は、2019 令和元）年度は 1,290,000t-CO2 となり、
2015  平成 27）年度比で 129,000t-CO2 減となりました。排出量の部門別割合は、産業部門 39％、運
輸部門 26％、家庭部門 17％、業務その他部門 17％、廃棄物分野 1％となっています。全国平均をみて
も、産業部門が 44％、運輸部門 20％、家庭部門 16％、業務その他部門 18%、廃棄物分野 2％であり、
ほぼ同じ割合となっています。�
松阪市では、地球温暖化対策の推進に関する法律第 21 条の規定に基づき、本市の事務 ・事業から排
出される温室効果ガス排出量の削減を目的として「松阪市地球温暖化対策実行計画 エコフィスアク
ションプログラムまつさか）」を策定しています。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

� � 資料：環境省自治体排出量カルテ�
� �

■松阪市のCO2排出量の推移�

平成17年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量
(千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2)

合　計 ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� �����
産業部門 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���

製造業 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���
建設業・鉱業 �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��
農林水産業 �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

業務その他部門 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���
家庭部門 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���
運輸部門 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���

自動車 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���
旅客 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���
貨物 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���

鉄道 �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��
船舶 � � � � � � � � � � � � � �

廃棄物分野 一般廃棄物） �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

部門・分野

���

（３）生活排水�
松阪市の生活排水の処理方法は、公共下水道、農業集落排水施設��、合併処理浄化槽、単独処理浄

化槽、し尿汲取の 5種類があります。下水道、農業集落排水施設、合併処理浄化槽などの生活排水処
理施設の整備率は、2021 令和３）年度末で 91.6%となっています。�
下水道は、家庭や事務所から出た生活排水をきれいにしてから自然に戻す施設であり、下水道の普

及により、水質保全だけでなく生活環境の改善や浸水の防除などが期待されます。2021 令和３）年
度末の公共下水道の人口普及率�� は 60.4％です。下水道処理区域内で実際に下水道に接続している人
口である水洗化人口は整備面積の拡大により増加しますが、今後の事業計画においては水洗化率�� は
80％前後での推移と予測しています。�
�
�
�
�
�
�
�
�
脱炭素�

（１）エネルギー消費量�
私たちの日常生活に欠かすことのできない電気、ガス、水道はもとより、多くの経済活動においても

大量にエネルギーを消費しています。三重県におけるエネルギー消費量は、2019 令和元）年度は
338,357 TJ��で、家庭部門が 41,776 TJ となっており、家庭部門の全体に占める割合は 12.3％となって
います。資源エネルギー庁によると、家庭部門のエネルギー消費量は、1973  昭和 48）年度を 100 と
すると、2018  平成 30）年度は 185.6 と約 2 倍に増加しており、生活の利便性や快適性を追求するラ
イフスタイルの変化や、世帯数の増加など社会構造の変化の影響が背景にあると考えられています。�
省エネ意識の高まりにより家庭部門のエネルギー消費量は低下傾向にありますが、温室効果ガスの

大部分を占める二酸化炭素の排出削減へ向けて、省エネルギーの必要性が一層高まっています。�
�

総合計/帰属消費・排出量� 単位：TJ テラジュール）�

� 総数�
企業・事業所他�

家庭� 運輸�
� 農林水産鉱建設業� 製造業� 業務他� �第三次産業��

H27 年度� 340,210� 274,760� 10,744� 216,700� 47,315� 45,236� 20,214�
H28 年度� 336,166� 269,621� 7,038� 215,195� 47,388� 46,911� 19,635�
H29 年度� 331,953� 267,338� 6,976� 215,015� 45,346� 46,172� 18,443�
H30 年度� 344,468� 278,653� 6,467� 224,158� 48,027� 43,508� 22,308�
R01 年度� 338,357� 273,836� 6,411� 222,190� 45,235� 41,776� 22,745�

資料：令和 4年刊 三重県統計書�

������������������������������������������������������
�� 農業集落排水施設� 農村の生活環境整備を目的として、公共下水道の整備対象とならない地区の汚水処理をする施設。�
�

�� 人口普及率� 行政区域内人口のうち、処理区域内人口が占める割合。�
�

�� 水洗化率� 下水道の処理区域人口のうち、実際に下水道に接続している人口の割合。�
�

�� TJ� テラ・ジュールの略号。テラは 10の 12 乗のことで、ジュールは熱量単位。�

■三重県のエネルギー消費量�

資料：下水道建設課� �

■松阪市の下水道の状況�
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（２）温室効果ガス�
松阪市における温室効果ガス CO2）排出量は、2019 令和元）年度は 1,290,000t-CO2 となり、

2015  平成 27）年度比で 129,000t-CO2 減となりました。排出量の部門別割合は、産業部門 39％、運
輸部門 26％、家庭部門 17％、業務その他部門 17％、廃棄物分野 1％となっています。全国平均をみて
も、産業部門が 44％、運輸部門 20％、家庭部門 16％、業務その他部門 18%、廃棄物分野 2％であり、
ほぼ同じ割合となっています。�
松阪市では、地球温暖化対策の推進に関する法律第 21 条の規定に基づき、本市の事務 ・事業から排
出される温室効果ガス排出量の削減を目的として「松阪市地球温暖化対策実行計画 エコフィスアク
ションプログラムまつさか）」を策定しています。�
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�
�
�
�

� � 資料：環境省自治体排出量カルテ�
� �

■松阪市のCO2排出量の推移�

平成17年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量
(千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2) (千t-CO2)

合　計 ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� �����
産業部門 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���

製造業 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���
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家庭部門 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���
運輸部門 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���

自動車 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���
旅客 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���
貨物 ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ���

鉄道 �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��
船舶 � � � � � � � � � � � � � �

廃棄物分野 一般廃棄物） �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

部門・分野

���
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度末の公共下水道の人口普及率�� は 60.4％です。下水道処理区域内で実際に下水道に接続している人
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大部分を占める二酸化炭素の排出削減へ向けて、省エネルギーの必要性が一層高まっています。�
�

総合計/帰属消費・排出量� 単位：TJ テラジュール）�

� 総数�
企業・事業所他�

家庭� 運輸�
� 農林水産鉱建設業� 製造業� 業務他� �第三次産業��

H27 年度� 340,210� 274,760� 10,744� 216,700� 47,315� 45,236� 20,214�
H28 年度� 336,166� 269,621� 7,038� 215,195� 47,388� 46,911� 19,635�
H29 年度� 331,953� 267,338� 6,976� 215,015� 45,346� 46,172� 18,443�
H30 年度� 344,468� 278,653� 6,467� 224,158� 48,027� 43,508� 22,308�
R01 年度� 338,357� 273,836� 6,411� 222,190� 45,235� 41,776� 22,745�

資料：令和 4年刊 三重県統計書�

������������������������������������������������������
�� 農業集落排水施設� 農村の生活環境整備を目的として、公共下水道の整備対象とならない地区の汚水処理をする施設。�
�

�� 人口普及率� 行政区域内人口のうち、処理区域内人口が占める割合。�
�

�� 水洗化率� 下水道の処理区域人口のうち、実際に下水道に接続している人口の割合。�
�

�� TJ� テラ・ジュールの略号。テラは 10の 12 乗のことで、ジュールは熱量単位。�

■三重県のエネルギー消費量�

資料：下水道建設課� �

■松阪市の下水道の状況�
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「松阪市が取り組むべきものとして重要だと思うもの」の問いには、「公共施設等への省エネ設備の
導入」が 52.0％で最も高く、ついで 「バイオマス��化などの資源循環の高度化」が 45.3％、「森林の整
備などによる CO2 吸収量の確保」が 41.3％となっています。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
カーボンニュートラルを実現するために、わたしたちができることから取り組むべき「ゼロカーボ
ンアクション 30��」が公表されています。「すでに取り組んでいること」を問う項目では、「食品ロスを
なくす」が 56.2%で最も高く、ついで 「エネルギーの節約」が 53.9%、「3R の実践」が 49.5%となって
おり、多くの市民が何らかの活動を行っているという結果が得られました。�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

������������������������������������������������������
�� バイオマス� 生物資源の量を表す言葉であり、「再生可能な、生物由来の有機性資源 化石燃料は除く）」のこと。�
�
�� ゼロカーボンアクション 30� 2021 年 6月に取りまとめられた「地域脱炭素ロードマップ」の中で、衣食住・移動・買い物
など日常生活における脱炭素行動と暮らしにおけるメリットを整理したもの。�

■松阪市が取り組むべきものとして重要だと思うもの（3つまで）�

■あなたがすでに取り組んでいること（いくつでも）�

資料：令和 4年度松阪市民意識調査� �

資料：令和 4年度松阪市民意識調査� �

���

１.４� 環境に関する市民意識�

�
2022 令和 4）年度に実施した「松阪市市民意識調査」 市内在住の 15 歳以上の 3,000 人）によれ

ば、本市の良いと思うところを問う項目では、「緑が比較的多く自然環境に恵まれている」が 35.1%で
最も高く、2021 令和 3）年度に実施された前回調査に続き最も高い項目となっています。一方で、
「上下水道やごみ処理など、生活に基本となる施設が整備されている」は 15.1％、 「騒音などの公害が
少ない」は 13.5%、「ごみが落ちていない」は 2.0％となっています。�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
また、同調査では、はじめて「カーボンニュートラル」に関する設問を設定しました。�
「カーボンニュートラルを知っているか」という問いに対しては、「内容まで知っている」が 30.7％、

「内容は知らないが言葉だけ知っている」が 42.9％あり、カーボンニュートラルの認知度は高い数値
を示していますが、一方で 「知らない」と回答した方も 23.9%あることから、カーボンニュートラルの
実現に向け、さらなる啓発や情報提供が必要です。�
「再生可能エネルギーの活用の必要性」を問う項目では、「必要だと思う」が 54.2%、「どちらかとい

うと必要だと思う」は 36.4%であり、90.6%が必要性を感じている結果となりました。�
�
�
�
�
� �

■「カーボンニュートラル」を知っているか。� ■再生可能エネルギーの活用についてどう思うか。�

資料：令和 4年度松阪市民意識調査
� �

■松阪市のよいところ�

資料：令和 4年度松阪市民意識調査� �
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１.６� 計画の期間�

�
本計画は、2018  平成 30）年度を初年度とし、2027  令和 9）年度を目標年度としています。本市
を取り巻く環境や社会の状況を踏まえ、総合計画との整合性にも配慮し、2022  令和 4）年度に計画の
中間見直しを行います。�
�
�
�
�
�
�
�

2017�
 H29）�

2018�
 H30）�

2019�
 R01）�

2020�
 R02）�

2021�
 R03）�

2022�
 R04）�

2023�
 R05）�

2024�
 R06）�

2025�
 R07）�

2026�
 R08）�

2027�
 R09）�

2028�
 R10）�

�
�
�
�
�
�
�

計画の期間� � 2018 平成 30）年度� ～� 2027 令和 9）年度�

第２次環境基本計画�第１次�
環境基本計画�

目標年度�

中間見直し�

���

１.５� 中間見直しの方針�

�
近年の脱炭素化の動きの加速化や社会情勢の変化を踏まえ、次の３つの視点により施策や数値目標

などの見直しを行います。�
�
�

■� 環境分野における社会情勢の変化を踏まえた見直し�

脱炭素社会への移行、クリーンエネルギー戦略、気候変動の影響による生物多様性の保全など、近年
の環境分野における動向は、環境を取り巻く状況が大きく変化していることから、これらに対応した
計画とするとともに、国や県の環境基本計画に基づく環境政策の動向や、松阪市の最上位計画である
総合計画などとの整合性を図るための見直しを行います。�
�
�

■� 脱炭素社会（カーボンニュートラル）を見据えた見直し�

2020  令和 2）年 10 月、菅内閣総理大臣が所信表明演説において、「2050 年までに温室効果ガスの
排出を全体としてゼロにする脱炭素社会の実現を目指す」と宣言し、温室効果ガスの排出量と森林な
どによる吸収量のバランスが取れた社会の実現に向け、さまざまな取組が進められています。地方自
治体においても 「地域脱炭素ロードマップ」に記載された施策が求められており、これに対応した見直
しを行います。�
なお、これまでの分野別ビジョン「低炭素社会の実現に向けて環境にやさしい生活ができるまち」

は、 「脱炭素社会の実現に向けて環境にやさしい生活ができるまち」に改め、温室効果ガスの徹底的な
削減を進め、2050 年の脱炭素社会の実現に向けた取組を推進します。�
�
�

■� 現計画の構成を整理し、だれもが理解しやすい見直し�

現計画の構成や記載内容を整理し、市民や市民団体・事業者はもとより市職員などだれもが見やす
く容易に理解できる構成とするとともに、市民や市民団体等が各種の環境活動を実施する際のわかり
やすい行動指針となるよう見直しを行います。�
�
� �
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第２章�

計画の目指すもの�

この章では、松阪市の目指すべき環境像
と６つの具体的な分野別ビジョンを掲げ
ています。また、本計画で大切にしてい
る視点や環境目標などを整理しています。�
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２.２� 脱炭素社会の実現に向けて�

�
2020  令和２）年 10 月、菅内閣総理大臣が所信表明演説において、「2050 年までに温室効果ガスの
排出を全体としてゼロにする脱炭素社会の実現を目指す」と宣言し、2021 令和 3）年 4 月には、地
球温暖化対策推進本部及び米国主催の気候サミットにおいて、「2030 年度に、温室効果ガスを 2013 年
度から 46％削減することを目指す。さらに、50％の高みに向けて挑戦を続けていく」ことを表明しま
した。�

そこで、松阪市においても国と同水準の削減目標を設定することとし、この目標の達成に向けて脱
炭素への取組を強化し、将来にわたって松阪市の豊かな環境を次世代に引き継いでいくため、令和 5年
2 月 15 日の市議会第 1 回定例会における令和 5 年度当初予算提案説明 市長所信表明）において、
2050 年までに松阪市の区域内の二酸化炭素排出量を実質ゼロ*にする「松阪市ゼロカーボンシティ宣
言」を行いました。�
� また、これに合わせて、行政として率先して脱炭素化施策に取り組むため、国と同水準の目標を掲げ
た「松阪市ゼロカーボンビジョン」を策定しました。�
�

�

第 2次松阪市環境基本計画  中間見直し版）では、2050  令和 32）年の二酸化炭素の排出量の目指
すべき姿を、下記のとおり設定します。�

�

�
*実質ゼロとは、CO2 排出量から森林等によるCO2吸収量を差引きして、CO2の排出をゼロとみなすもの�

�

�
なお、脱炭素社会の実現を目指すためには、行政だけではなく一般家庭や事業所などあらゆる分野
での社会経済活動における脱炭素化が必要となります。また、太陽光や地中熱、水力、風力、バイオマ
スといった再生可能エネルギーは、温室効果ガスを排出しない重要な低炭素の国産エネルギー源です。
地域の特性に応じ、多様な再生可能エネルギー源を活用することで、地域のエネルギー収支の改善に
取り組んでいくことが求められています。今後の具体的な施策については、地球温暖化対策の推進に
関する法律第 21 条第 4 項に基づく「地球温暖化対策実行計画 区域施策編）」を新たに策定し、これ
により示していくこととします。�
�
�

� �

松阪市は、2050 年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロ*にする�
脱炭素社会（カーボンニュートラル）の実現を目指します�

���

計画の目指すもの

２.１� 目指すべき環境像�

松阪市の「目指すべき環境像」は、第 1次計画から継承し、条例第 3条に定める基本理念に基づき
下記のように定め、「目指すべき環境像」の実現に向けてさまざまな取組を進めていきます。�

なお、「うるおいある豊かな環境」については、条例第 2条第 1項で次のように規定しています。�

具体的には、清浄な水や大気、静けさ、良好な自然環境から受ける恵み豊かな環境であり、それに
加え、個性ある文化を尊重し、松阪市の独自性を感じることができ、市民が安全で快適に暮らすこと
ができる環境をイメージするものです。こうした環境は、一朝一夕に実現できるものではなく、20
年・30 年先を見据えながら、次世代を担う子どもたちとともに想い描き、市民・市民団体・事業
者・行政が協働して目指していく必要があります。�

うるおいある�
豊かな環境につつまれるまち� まつさか

人と自然の営みが調和し、その中に生まれた独自の歴史や文化が守られ育まれる中で、
現在及び将来の市民が健康を維持し、安全で快適かつ文化的な生活をおくることができる
環境をいう。�

第２章
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２.２� 脱炭素社会の実現に向けて�

�
2020  令和２）年 10 月、菅内閣総理大臣が所信表明演説において、「2050 年までに温室効果ガスの
排出を全体としてゼロにする脱炭素社会の実現を目指す」と宣言し、2021 令和 3）年 4 月には、地
球温暖化対策推進本部及び米国主催の気候サミットにおいて、「2030 年度に、温室効果ガスを 2013 年
度から 46％削減することを目指す。さらに、50％の高みに向けて挑戦を続けていく」ことを表明しま
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そこで、松阪市においても国と同水準の削減目標を設定することとし、この目標の達成に向けて脱
炭素への取組を強化し、将来にわたって松阪市の豊かな環境を次世代に引き継いでいくため、令和 5年
2 月 15 日の市議会第 1 回定例会における令和 5 年度当初予算提案説明 市長所信表明）において、
2050 年までに松阪市の区域内の二酸化炭素排出量を実質ゼロ*にする「松阪市ゼロカーボンシティ宣
言」を行いました。�
� また、これに合わせて、行政として率先して脱炭素化施策に取り組むため、国と同水準の目標を掲げ
た「松阪市ゼロカーボンビジョン」を策定しました。�
�

�

第 2次松阪市環境基本計画  中間見直し版）では、2050  令和 32）年の二酸化炭素の排出量の目指
すべき姿を、下記のとおり設定します。�

�

�
*実質ゼロとは、CO2 排出量から森林等によるCO2吸収量を差引きして、CO2の排出をゼロとみなすもの�

�

�
なお、脱炭素社会の実現を目指すためには、行政だけではなく一般家庭や事業所などあらゆる分野

での社会経済活動における脱炭素化が必要となります。また、太陽光や地中熱、水力、風力、バイオマ
スといった再生可能エネルギーは、温室効果ガスを排出しない重要な低炭素の国産エネルギー源です。
地域の特性に応じ、多様な再生可能エネルギー源を活用することで、地域のエネルギー収支の改善に
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�
�

� �

松阪市は、2050 年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロ*にする�
脱炭素社会（カーボンニュートラル）の実現を目指します�

���

計画の目指すもの

２.１� 目指すべき環境像�

松阪市の「目指すべき環境像」は、第 1次計画から継承し、条例第 3条に定める基本理念に基づき
下記のように定め、「目指すべき環境像」の実現に向けてさまざまな取組を進めていきます。�

なお、「うるおいある豊かな環境」については、条例第 2条第 1項で次のように規定しています。�

具体的には、清浄な水や大気、静けさ、良好な自然環境から受ける恵み豊かな環境であり、それに
加え、個性ある文化を尊重し、松阪市の独自性を感じることができ、市民が安全で快適に暮らすこと
ができる環境をイメージするものです。こうした環境は、一朝一夕に実現できるものではなく、20
年・30 年先を見据えながら、次世代を担う子どもたちとともに想い描き、市民・市民団体・事業
者・行政が協働して目指していく必要があります。�

うるおいある�
豊かな環境につつまれるまち� まつさか

人と自然の営みが調和し、その中に生まれた独自の歴史や文化が守られ育まれる中で、
現在及び将来の市民が健康を維持し、安全で快適かつ文化的な生活をおくることができる
環境をいう。�
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２.４� 分野別ビジョン�

�
目指すべき環境像の実現にあたり、本計画では次の具体的な 6つの分野別ビジョンを設定していま

す。�
�
１．地球温暖化対策の推進�

▶▶▶� 脱炭素社会の実現に向けて環境にやさしい生活ができるまち�

環境に配慮したライフスタイルの実践や地域の特性を活かした自然エネルギーの利用など、脱炭素社会の

実現に向けてみんなで環境にやさしい生活ができるまちを目指します。�

�
２．循環型地域社会の構築�

▶▶▶� ムダなく資源が循環し、モノを大切にする心を育むまち�

暮らしの中から生まれるごみを資源として有効にムダなく活用することにより、循環型地域社会の実現に

向けて、モノを大切にする心を育むまちを目指します。�

�
３．生物多様性と自然環境の保全�

▶▶▶� 多様な生き物が暮らすことのできる自然を守り育てるまち�

山から海にいたる豊かな自然と、そこに息づく多様な生態系を保全していくとともに、自然とのふれあい

を深め、身近な自然と生き物を大切にする、人と自然が共生するまちを目指します。�

�
４．健全な水循環の確保�

▶▶▶� 人も生き物もおいしく感じる水を守っていくまち�

人も生き物もおいしく感じる水を守っていくためには、健全な水循環の維持に努める必要があります。水

が循環する山・川・海を一体的に考え、水循環に配慮したまちを目指します。�

�
５．安全安心、快適な生活環境の創造�

▶▶▶� 安全で快適かつ、暮らしの中で松阪らしさが感じられるまち�

清浄な水や空気、静けさに包まれながら、身近に憩い、安らげる快適な環境が整っているとともに、豊かな自

然環境と暮らしが調和した特色ある景観や歴史・文化によって松阪らしさが感じられるまちを目指します。�

�
６．環境教育・環境学習の充実�

▶▶▶� 20 年･30 年先の松阪の姿を考え、みんなで協力して行動できるまち�

環境教育・環境学習を充実し、多様な主体が協働して実践できる環境保全活動を活性化することで、すべ

ての人が自ら進んで環境づくりに取り組むまちを目指します。�

���

２.３� 第 2次計画で大切にしている視点「自分のこと化」�

�
目指すべき環境像及び分野別ビジョンの実現のためには、一人ひとりが 「うるおいある豊かな環境」

の保全と創造に向けて意識を高め、さまざまな取組を実践していく必要があります。�

環境は、山 ・川 ・海といった自然環境だけでなく、生活環境や地球環境も含めて非常に幅広く、漠然
とした概念です。そのため、日々の生活の中で環境とつながっていると意識することが難しく、自分は
関係がない、あるいは、自分ひとりが行動しても何も変わらないと考えてしまいがちです。�

しかし、実際にはさまざまな形で私たちの暮らしと密接に関わっており、一人ひとりの行動は環境
に大きな影響を与えています。さらには、今の環境に対する行動が、自分たちの子ども世代、孫世代の
環境につながっていきます。�

こうしたことを踏まえ、まずは一人ひとりが環境問題を「自分のこと」として捉え、「うるお
いある豊かな環境」の保全と創造に向けて意識を高め、行動していく必要があります。そして、それが
家族に、地域に、まち全体に波及し、こうして生まれるムーブメントが目指すべき環境像や分野別ビジ
ョンの実現につながっていくのです。�

そこで、本計画では、環境問題に対して一人ひとりが大切にしたい視点を「自分のこと化」
としています。�
�
�
�
� �
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に大きな影響を与えています。さらには、今の環境に対する行動が、自分たちの子ども世代、孫世代の
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２.６� 施策体系図�

�
�
�
�
� �

施策①　協働体制の推進
施策②　人材の育成および環境情報の提供

20年･30年先の松阪の姿を考え、みんなで協
力して行動できるまち

施策①　環境教育･環境学習の充実
施策②　関係機関との連携

��� 環境保全活動の促進

��� 景観形成の推進
施策①　良好な景観の形成
施策②　文化財の保護・活用

�� 環境教育･環境学習の充実 ��� 環境教育･環境学習の推進

�� 安全安心、快適な生活環境の創造 ��� 生活環境の維持・向上
安全で快適かつ、暮らしの中で松阪らしさが
感じられるまち

施策①　公害の防止
施策②　快適な生活環境の実現

人も生き物もおいしく感じる水を守っていく
まち

施策①　林業基盤の整備と担い手の育成
施策②　地域材の使用促進

��� 水資源・水辺の保全
施策①　河川・海岸の整備・保全
施策②　生活排水処理対策の推進

��� 自然の恵みの持続的な活用
施策①　環境と調和のとれた農業の促進
施策②　環境に配慮した漁業の促進

�� 健全な水循環の確保 ��� 豊かな森林環境の保全

�� 生物多様性と自然環境の保全 ��� 生物多様性の保全
多様な生き物が暮らすことのできる自然を守
り育てるまち

施策①　貴重な動植物の生育環境の保護
施策②　里地･里山などの保全

��� ごみの適正処理の推進
施策①　適切なごみ処理の推進
施策②　不法投棄の防止

施策②　省エネルギーの推進

�� 循環型地域社会の構築 ��� ごみの減量化と再利用･再資源化の促進

��� 二酸化炭素排出削減対策の推進
施策①　再生可能エネルギーの利用促進
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�� 地球温暖化対策の推進 ��� 脱炭素社会の構築
脱炭素社会の実現に向けて環境にやさしい生
活ができるまち

施策①　温室効果ガスの排出削減
施策②　森林吸収源の整備

ムダなく資源が循環し、モノを大切にする心
を育むまち

施策①　３Ｒの促進
施策②　ごみ減量・再資源化の取組の支援

分野別ビジョン 施策テーマと施策環境像

���

２.５� 分野別ビジョン別の環境目標�

�
目指すべき環境像及び分野別ビジョンの実現に向けた取組の展開により、まちの環境の変化やそれ

につながる市民の意識・行動の変化を環境目標として設定します。�
� �

基準年度実績値�
 平成 ��年度）�

中間見直し時点値�
 令和３年度）�

最終目標値�
 令和 �年度）�１．地球温暖化対策の推進� �

� � � �

� ① 温室効果ガス CO2）排出量
�

※国に合わせて基準年度を平成 ��年度とし、目標年度を令和 ��年度とする。�
����������W�&2��
�平成 ��年度��

����������W�&2��
 令和元年度）�

��������W�&2��
�令和 ��年度��

� ② Ｊ-クレジット制度に基づく造林、間伐による CO2吸収量�
※制度運用を開始する令和４年度から令和９年度の累計�

―� ― � 18,000t-CO2�

� ③ １人１日当たりエネルギー消費量 電気）� ����N:K�人･日� ����N:K�人･日� 基準年度から増やさない�

� �

２．循環型地域社会の構築� � � � �
� � � � �

� ④ ごみを減らしたり、ごみを再利用する取組の満足度*� 3.20�
 平成 29年度）�

3.16�
(令和 4年度)� 3.52�

� ⑤ １人１日当たりごみ排出量 集団回収を除く）� 896g/人日� 951g/人日� 822g/人･日�
 令和 8年度）�

� �

３．生物多様性と自然環境の保全� � � � �
� � � � �

� ⑥ 森林や河川・海など豊かな自然を守っていく取組の満足度*� 2.98�
 平成 29年度）�

3.06�
(令和 4年度)� 3.28�

� ⑦ 地域の特性を生かした農業・水産業の取組の満足度*� 2.95�
 平成 29年度）�

2.97�
(令和 4年度)� 3.25�

� � � �

４．健全な水循環の確保� � � � �
� � � � �

� ⑧�森林保全や森林資源の活用促進などの取組の満足度
� 2.95�
 平成 29年度）�

2.95�
(令和 4年度)� 3.25�

� ⑨ 生活排水処理施設の普及率� 86.2%� 91.6%� 95.9％�
 令和 8年度）�

� �

５．安全安心、快適な生活環境の創造� � � � �
� � � � �

� ⑩ 気軽に利用できる憩いの場としての公園や緑地の整備の満足度*� 3.00�
 平成 29年度）�

3.05�
(令和 4年度)� 3.30�

� �

６．環境教育・環境学習の充実� � � � �
� � � � �

� ⑪ 三重県環境学習情報センターを活用した環境学習の園児･児童･生徒数 � 1,001 人� 528 人� 1,000 人�
 累計 ������人）�

� ⑫ 各公民館での環境関連講座の受講者数� 103 人� 98 人� 150 人�
 累計 �����人）�

*「松阪市市民意識調査」による満足度。�
�

※中間見直しの方針、目標達成状況の検証により、一部目標指標の見直しを行っています。�
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２.６� 施策体系図�
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�
� �
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施策②　人材の育成および環境情報の提供

20年･30年先の松阪の姿を考え、みんなで協
力して行動できるまち

施策①　環境教育･環境学習の充実
施策②　関係機関との連携

��� 環境保全活動の促進

��� 景観形成の推進
施策①　良好な景観の形成
施策②　文化財の保護・活用

�� 環境教育･環境学習の充実 ��� 環境教育･環境学習の推進

�� 安全安心、快適な生活環境の創造 ��� 生活環境の維持・向上
安全で快適かつ、暮らしの中で松阪らしさが
感じられるまち

施策①　公害の防止
施策②　快適な生活環境の実現

人も生き物もおいしく感じる水を守っていく
まち

施策①　林業基盤の整備と担い手の育成
施策②　地域材の使用促進

��� 水資源・水辺の保全
施策①　河川・海岸の整備・保全
施策②　生活排水処理対策の推進

��� 自然の恵みの持続的な活用
施策①　環境と調和のとれた農業の促進
施策②　環境に配慮した漁業の促進

�� 健全な水循環の確保 ��� 豊かな森林環境の保全

�� 生物多様性と自然環境の保全 ��� 生物多様性の保全
多様な生き物が暮らすことのできる自然を守
り育てるまち

施策①　貴重な動植物の生育環境の保護
施策②　里地･里山などの保全

��� ごみの適正処理の推進
施策①　適切なごみ処理の推進
施策②　不法投棄の防止

施策②　省エネルギーの推進

�� 循環型地域社会の構築 ��� ごみの減量化と再利用･再資源化の促進

��� 二酸化炭素排出削減対策の推進
施策①　再生可能エネルギーの利用促進
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�� 地球温暖化対策の推進 ��� 脱炭素社会の構築
脱炭素社会の実現に向けて環境にやさしい生
活ができるまち

施策①　温室効果ガスの排出削減
施策②　森林吸収源の整備

ムダなく資源が循環し、モノを大切にする心
を育むまち

施策①　３Ｒの促進
施策②　ごみ減量・再資源化の取組の支援

分野別ビジョン 施策テーマと施策環境像

���

２.５� 分野別ビジョン別の環境目標�

�
目指すべき環境像及び分野別ビジョンの実現に向けた取組の展開により、まちの環境の変化やそれ

につながる市民の意識・行動の変化を環境目標として設定します。�
� �

基準年度実績値�
 平成 ��年度）�

中間見直し時点値�
 令和３年度）�

最終目標値�
 令和 �年度）�１．地球温暖化対策の推進� �

� � � �

� ① 温室効果ガス CO2）排出量
�

※国に合わせて基準年度を平成 ��年度とし、目標年度を令和 ��年度とする。�
����������W�&2��
�平成 ��年度��

����������W�&2��
 令和元年度）�

��������W�&2��
�令和 ��年度��

� ② Ｊ-クレジット制度に基づく造林、間伐による CO2吸収量�
※制度運用を開始する令和４年度から令和９年度の累計�

―� ― � 18,000t-CO2�

� ③ １人１日当たりエネルギー消費量 電気）� ����N:K�人･日� ����N:K�人･日� 基準年度から増やさない�

� �

２．循環型地域社会の構築� � � � �
� � � � �

� ④ ごみを減らしたり、ごみを再利用する取組の満足度*� 3.20�
 平成 29年度）�

3.16�
(令和 4年度)� 3.52�

� ⑤ １人１日当たりごみ排出量 集団回収を除く）� 896g/人日� 951g/人日� 822g/人･日�
 令和 8年度）�

� �

３．生物多様性と自然環境の保全� � � � �
� � � � �

� ⑥ 森林や河川・海など豊かな自然を守っていく取組の満足度*� 2.98�
 平成 29年度）�

3.06�
(令和 4年度)� 3.28�

� ⑦ 地域の特性を生かした農業・水産業の取組の満足度*� 2.95�
 平成 29年度）�

2.97�
(令和 4年度)� 3.25�

� � � �

４．健全な水循環の確保� � � � �
� � � � �

� ⑧�森林保全や森林資源の活用促進などの取組の満足度
� 2.95�
 平成 29年度）�

2.95�
(令和 4年度)� 3.25�

� ⑨ 生活排水処理施設の普及率� 86.2%� 91.6%� 95.9％�
 令和 8年度）�

� �

５．安全安心、快適な生活環境の創造� � � � �
� � � � �

� ⑩ 気軽に利用できる憩いの場としての公園や緑地の整備の満足度*� 3.00�
 平成 29年度）�

3.05�
(令和 4年度)� 3.30�

� �

６．環境教育・環境学習の充実� � � � �
� � � � �

� ⑪ 三重県環境学習情報センターを活用した環境学習の園児･児童･生徒数 � 1,001 人� 528 人� 1,000 人�
 累計 ������人）�

� ⑫ 各公民館での環境関連講座の受講者数� 103 人� 98 人� 150 人�
 累計 �����人）�

*「松阪市市民意識調査」による満足度。�
�

※中間見直しの方針、目標達成状況の検証により、一部目標指標の見直しを行っています。�



���

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

第３章�

施策の展開�

この章では、目指すべき環境像に基づく
６つの分野別ビジョンの実現に向けて展
開する12の施策テーマと 24の施策を示
しています。�
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第３章�

施策の展開�

この章では、目指すべき環境像に基づく
６つの分野別ビジョンの実現に向けて展
開する12の施策テーマと 24の施策を示
しています。�
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第４章�

計画の推進�

この章では、目指すべき環境像の実現に
向けて、環境の保全と創造に関する取組
を効果的かつ効率的に進めるための体制
と進行管理の方法を整理します。�
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第４章�

計画の推進�

この章では、目指すべき環境像の実現に
向けて、環境の保全と創造に関する取組
を効果的かつ効率的に進めるための体制
と進行管理の方法を整理します。�

�
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４.２� 進行管理の方法�

�
環境基本計画の進行管理にあたっては、2011  平成 23）年度から運用している環境マネジメントシ
ステム 「Matsusaka-EMS」を活用し、施策及び事業の進捗状況や環境目標の達成状況を定期的に点検 ・
評価します。また、松阪市環境審議会へ報告を行い、意見を求め、継続的な改善を行うことにより、施
策及び事業の効果的かつ効率的な推進を図ります。なお、施策及び事業の進捗状況や環境目標の達成
状況などについては、条例第 12 条に基づき、毎年度年次報告書を作成し、ホームページなどで公表す
ることとします。�
�
�
�
�
�
� �
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
� �

PLAN�
 計画する）�

DO�
 実行する）�

CHECK�
 点検･評価する）�

ACT�
 改善する）�

・目指すべき環境像、分野別ビジョンを示す。�
・市民・市民団体・事業者の意見を取り入れ、�
実効的な計画とする。�

・市は、環境にやさしい行動を率先して�
行うとともに、啓発や普及拡大のため
の施策を展開する。�
・市民・市民団体・事業者は、環境問題
を自分のこととし、環境にやさしい行
動指針に基づく取組を行う。�

・点検･評価の結果及び審議会意見を�
踏まえ、より効果的な施策及び事業
が推進できるよう改善を行う。�
・概ね 5年後を目途に、計画の見直し�
を行う。�

・環境マネジメントシステム「Matsusaka-EMS」�
� を活用し、施策及び事業、環境目標の進捗状況�
などを点検･評価し、結果を公表する。�

���

� 計画の推進

４.１� 計画の推進体制�

本計画を着実に推進するため、2011 平成 23）年度から運用している環境マネジメントシステム
「Matsusaka-EMS」を活用して施策及び事業を進めます。また、条例に基づき設置された松阪市環
境審議会や市民・市民団体・事業者の各主体が協働して環境にやさしい行動を実践することを目的と
して 2009 平成 21）年に設置された松阪市環境パートナーシップ会議と連携することで、市民・市
民団体・事業者の行動を促すとともに、これらの各主体との協働により事業を進めます。�

松阪市環境審議会� 条例に基づき、本計画に関する事項やうるおいある豊かな環境の保全と創造に関
する事項について市長に意見を述べ、計画を効果的に進めます。�

松阪市環境�
パートナーシップ会議�

市民・市民団体・事業者・行政の協働により、「環境にやさしい行動指針」の普
及・啓発及び環境保全活動を実践し、環境にやさしい行動を市域全体に広げま
す。�

環境マネジメント�
システム推進委員会

環境マネジメントシステム「Matsusaka-EMS」に基づく推進組織で、本計画に
基づく市の施策の推進と進捗管理を行います。�

環境マネジメント�
システム推進委員会

事務局�
 環境課）�

関係部局�

市長� 松阪市環境審議会�

松阪市�
環境パートナーシップ会議�

市民・市民団体・事業者�

三重県、近隣自治体 など�

報告�

意見�

指示 報告�

情報提供 参加�

情報提供
実践支援�

意見・提案�

連携・協力�

連携・協力�

第４章
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４.２� 進行管理の方法�

�
環境基本計画の進行管理にあたっては、2011  平成 23）年度から運用している環境マネジメントシ
ステム 「Matsusaka-EMS」を活用し、施策及び事業の進捗状況や環境目標の達成状況を定期的に点検 ・
評価します。また、松阪市環境審議会へ報告を行い、意見を求め、継続的な改善を行うことにより、施
策及び事業の効果的かつ効率的な推進を図ります。なお、施策及び事業の進捗状況や環境目標の達成
状況などについては、条例第 12 条に基づき、毎年度年次報告書を作成し、ホームページなどで公表す
ることとします。�
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PLAN�
 計画する）�

DO�
 実行する）�

CHECK�
 点検･評価する）�

ACT�
 改善する）�

・目指すべき環境像、分野別ビジョンを示す。�
・市民・市民団体・事業者の意見を取り入れ、�
実効的な計画とする。�

・市は、環境にやさしい行動を率先して�
行うとともに、啓発や普及拡大のため
の施策を展開する。�
・市民・市民団体・事業者は、環境問題
を自分のこととし、環境にやさしい行
動指針に基づく取組を行う。�

・点検･評価の結果及び審議会意見を�
踏まえ、より効果的な施策及び事業
が推進できるよう改善を行う。�
・概ね 5年後を目途に、計画の見直し�
を行う。�

・環境マネジメントシステム「Matsusaka-EMS」�
� を活用し、施策及び事業、環境目標の進捗状況�
などを点検･評価し、結果を公表する。�
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� 計画の推進

４.１� 計画の推進体制�

本計画を着実に推進するため、2011 平成 23）年度から運用している環境マネジメントシステム
「Matsusaka-EMS」を活用して施策及び事業を進めます。また、条例に基づき設置された松阪市環
境審議会や市民・市民団体・事業者の各主体が協働して環境にやさしい行動を実践することを目的と
して 2009 平成 21）年に設置された松阪市環境パートナーシップ会議と連携することで、市民・市
民団体・事業者の行動を促すとともに、これらの各主体との協働により事業を進めます。�

松阪市環境審議会� 条例に基づき、本計画に関する事項やうるおいある豊かな環境の保全と創造に関
する事項について市長に意見を述べ、計画を効果的に進めます。�

松阪市環境�
パートナーシップ会議�

市民・市民団体・事業者・行政の協働により、「環境にやさしい行動指針」の普
及・啓発及び環境保全活動を実践し、環境にやさしい行動を市域全体に広げま
す。�

環境マネジメント�
システム推進委員会

環境マネジメントシステム「Matsusaka-EMS」に基づく推進組織で、本計画に
基づく市の施策の推進と進捗管理を行います。�

環境マネジメント�
システム推進委員会

事務局�
 環境課）�

関係部局�

市長� 松阪市環境審議会�

松阪市�
環境パートナーシップ会議�

市民・市民団体・事業者�

三重県、近隣自治体 など�

報告�

意見�

指示 報告�

情報提供 参加�

情報提供
実践支援�

意見・提案�

連携・協力�

連携・協力�
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１．地球温暖化対策の推進� - 脱炭素社会の実現に向けて環境にやさしい生活ができるまち -�
�
�

�
２．循環型地域社会の構築� - ムダなく資源が循環し、モノを大切にする心を育むまち -�

�
�

�
３．生物多様性と自然環境の保全� - 多様な生き物が暮らすことのできる自然を守り育てるまち -�

�
�

�
４．健全な水循環の確保� - 人も生き物もおいしく感じる水を守っていくまち -�

�
�

�
５．安全安心、快適な生活環境の創造� - 安全で快適かつ、暮らしの中で松阪らしさが感じられるまち -�

�
�

�
６．環境教育・環境学習の充実� - 20 年･30 年先の松阪の姿を考え、みんなで協力して行動できるまち -�

�
�
�

そして、私たちは、目指すべき環境像と分野別ビジョンを共有し、�

みんなと協働しながら、その実現に向けて努力していきます。�
�

�

また、これらの行動指針のほか、具体的な行動の指針となるものを分野別ビジョン毎に「自分のこ
と化」として整理しています。�
�
�

� �

私たちは、脱炭素社会を実現するため、環境にやさしいライフスタイルの実践と、地域の自然エネルギー
を活用した地球温暖化対策を進めます。�

私たちは、循環型地域社会を構築するため、３Ｒの実践やごみの適正な排出に努めます。�

私たちは、多様な動植物が暮らす豊かな自然を守り続けるため、生き物とのつながりに対する理解を深
め、豊かな環境を大切にします。�

私たちは、豊かな水環境を将来世代に引き継いでいくため、森林環境や水辺環境の保全に協力します。�

私たちは、みんなが安全で快適に暮らすため、快適な生活環境づくりに努め、将来にわたって松阪らしさ
が感じられるよう、豊かな景観や文化財を大切にします。�

私たちは、20 年 ・30 年先の松阪の環境を考え、さまざまな環境に関する理解を深め、子どもたちにバト
ンタッチできるよう努めます。�

私たちの環境行動指針�

���

４.３� 環境にやさしい行動指針�

�
環境行動指針とは�

私たち市民や事業者など多様な主体が、それぞれの役割を自覚し、協働して環境の保全と創造に取
り組むために、条例第 9 条第 2 項により「市、市民、市民団体及び事業者がうるおいある豊かな環境
の保全と創造のために行動するうえにおいて配慮すべき指針」を定めることとされています。�

また、条例第 11 条には、「市民等は、日常生活や事業活動において環境行動指針に従い、環境に配
慮した行動に努めるものとする」と規定されています。�
�
�
環境行動指針の構成�

環境行動指針は、目指すべき環境像 「うるおいある豊かな環境につつまれるまち まつさか」の実現
に向け、市民・市民団体・事業者・行政の各主体が配慮すべき行動の方針を示しています。�
�

�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
� �

【目指すべき環境像】�

うるおいある豊かな環境につつまれるまち まつさか�

�
【分野別ビジョン】�

1［地球温暖化対策の推進］脱炭素社会の実現に向けて環境にやさしい生活ができるまち�
2［循環型地域社会の構築］ムダなく資源が循環し、モノを大切にする心を育むまち�
3［生物多様性と自然環境の保全］多様な生き物が暮らすことのできる自然を守り育てるまち�
4. [健全な水循環の確保]人も生き物もおいしく感じる水を守っていくまち�
5. [安全安心、快適な生活環境の創造]安全で快適かつ、暮らしの中で松阪らしさが感じられるまち�
6. [環境教育･環境学習の充実]20 年･30 年先の松阪の環境を考え、みんなで協力して行動できるまち�

【環境にやさしい行動指針】�
私たちの環境行動指針�

�
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１．地球温暖化対策の推進� - 脱炭素社会の実現に向けて環境にやさしい生活ができるまち -�
�
�

�
２．循環型地域社会の構築� - ムダなく資源が循環し、モノを大切にする心を育むまち -�

�
�

�
３．生物多様性と自然環境の保全� - 多様な生き物が暮らすことのできる自然を守り育てるまち -�

�
�

�
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�
�

�
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�
�

�
６．環境教育・環境学習の充実� - 20 年･30 年先の松阪の姿を考え、みんなで協力して行動できるまち -�

�
�
�

そして、私たちは、目指すべき環境像と分野別ビジョンを共有し、�
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�

�
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�
�

� �

私たちは、脱炭素社会を実現するため、環境にやさしいライフスタイルの実践と、地域の自然エネルギー
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私たちは、循環型地域社会を構築するため、３Ｒの実践やごみの適正な排出に努めます。�

私たちは、多様な動植物が暮らす豊かな自然を守り続けるため、生き物とのつながりに対する理解を深
め、豊かな環境を大切にします。�

私たちは、豊かな水環境を将来世代に引き継いでいくため、森林環境や水辺環境の保全に協力します。�

私たちは、みんなが安全で快適に暮らすため、快適な生活環境づくりに努め、将来にわたって松阪らしさ
が感じられるよう、豊かな景観や文化財を大切にします。�
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４.３� 環境にやさしい行動指針�

�
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2［循環型地域社会の構築］ムダなく資源が循環し、モノを大切にする心を育むまち�
3［生物多様性と自然環境の保全］多様な生き物が暮らすことのできる自然を守り育てるまち�
4. [健全な水循環の確保]人も生き物もおいしく感じる水を守っていくまち�
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資料 2� 意見募集（パブリックコメント）の実施結果�

�
本計画 案）について、パブリックコメントを実施し、3名の方から 4件のご意見・ご要望が寄せ
られました。�
�
■対 象 者� � 市内在住の方、市内の事業所や学校などに通勤・通学している方、�

市内に事務所などがある企業・団体等�
■募集期間� � 2022(令和 4)年 12 月 20 日 火）～2023(令和 5)年 1 月 19 日 木）�
�
■ご意見の概要及びその意見に対する市の考え方�

No.� 計画記述�
箇所� 意見の内容 要約）� 意見に対する市の考え方�

1� P22� 目標③で最終目標値が「現状から増やさ
ない」と記載されていますが、"現状"とは
何を示しているのかが不明確です。�

「現状」とは基準年度実績値 平成 28 年度）
を示しておりますが、より明確な表現とするた
め、「現状」を「基準年度」に修正しました。�

2� P29� 太陽光パネル設置について、公共施設に
必ず設置してほしい。�

脱炭素社会の実現に向けた市の取組みとして、
P29 に公共施設への太陽光発電設備について
記載しており、賛成のご意見として原案のとお
りとします。�

3� � 難しい言い回しがあるので、文章の表記
を見直し、小学生でもわかるような表現
としてください。�

記載内容を再度確認し、専門的と思われる単語
については脚注を追加します。ただし、環境基
本計画という特性上、やむを得ず専門的な文章
を用いる部分もあります。�

4� � 人類の発展に伴って、エネルギーの使用
量が増えることは当然であり、脱炭素で
はなく低炭素を目指すべきである。�

2050 年までに温室効果ガスを実質ゼロとする
「脱炭素社会」の構築を目指すことは、国 ・県
においても目標としています。本計画は、「脱炭
素社会」を 2050 年までに実現することを目指
して、脱炭素への取組を強化していきます。�

�
�
�
� �
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資料 1� 松阪市環境審議会意見書�

令和 5年 2月 20 日�
松阪市長� 竹上� 真人� 様�

松阪市環境審議会� �
会長� 岩﨑� 恭彦�

第 2次松阪市環境基本計画―中間見直し版―（案）に対する意見について�

当審議会では、松阪市環境基本条例第 9条第 3 項の規定に基づき、「第 2次松阪市環境基本計画―中
間見直し版― 案）」について、幅広い観点と多角的な視点から計画全般について慎重に審議を行い、
下記のとおり取りまとめた。第 2 次松阪市環境基本計画策定以降の社会情勢の変化や国内外の環境政
策の動向を踏まえ、「自分のこと化」という視点を継承しながら構成を整理され、理解しやすい計画案
となっており評価に値する。市においては本意見を尊重した上で策定されるとともに、その実効性が
担保されるよう、各環境施策が推進されることを期待する。�

記�

１．� 目指すべき環境像 「うるおいある豊かな環境につつまれるまちまつさか」の実現のため、広く計
画の周知に努め、市民 ・市民団体 ・事業者 ・市が一体となり推進すること。また、当面はコロナ禍
における周知・啓発方法を工夫されたい。�

２．� 市民一人ひとりが感じている身近な環境問題の解決につながるような施策や事業を展開された
い。また、本計画の理解を促すため、特に専門的な用語については注釈を入れ分かりやすくするこ
と。�

３．� 市民等の環境に関する意識を高めるためには環境教育 ・環境学習が重要であることから、多様な
関連機関との連携協力により、幅広い世代に対して環境教育・環境学習の積極的な展開に努める
こと。�

４．� 本計画の推進にあたっては、市民、事業者及び市が十分に連携 ・協働を図り着実な実施に努める
とともに、PDCA サイクルによる適切な進行管理を行い、数値目標の評価を確実に行っていくこ
と。�

以上�

資料編
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資料 2� 意見募集（パブリックコメント）の実施結果�

�
本計画 案）について、パブリックコメントを実施し、3名の方から 4件のご意見・ご要望が寄せ

られました。�
�
■対 象 者� � 市内在住の方、市内の事業所や学校などに通勤・通学している方、�

市内に事務所などがある企業・団体等�
■募集期間� � 2022(令和 4)年 12 月 20 日 火）～2023(令和 5)年 1 月 19 日 木）�
�
■ご意見の概要及びその意見に対する市の考え方�

No.� 計画記述�
箇所� 意見の内容 要約）� 意見に対する市の考え方�

1� P22� 目標③で最終目標値が「現状から増やさ
ない」と記載されていますが、"現状"とは
何を示しているのかが不明確です。�

「現状」とは基準年度実績値 平成 28 年度）
を示しておりますが、より明確な表現とするた
め、「現状」を「基準年度」に修正しました。�

2� P29� 太陽光パネル設置について、公共施設に
必ず設置してほしい。�

脱炭素社会の実現に向けた市の取組みとして、
P29 に公共施設への太陽光発電設備について
記載しており、賛成のご意見として原案のとお
りとします。�

3� � 難しい言い回しがあるので、文章の表記
を見直し、小学生でもわかるような表現
としてください。�

記載内容を再度確認し、専門的と思われる単語
については脚注を追加します。ただし、環境基
本計画という特性上、やむを得ず専門的な文章
を用いる部分もあります。�

4� � 人類の発展に伴って、エネルギーの使用
量が増えることは当然であり、脱炭素で
はなく低炭素を目指すべきである。�

2050 年までに温室効果ガスを実質ゼロとする
「脱炭素社会」の構築を目指すことは、国 ・県
においても目標としています。本計画は、「脱炭
素社会」を 2050 年までに実現することを目指
して、脱炭素への取組を強化していきます。�
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資料 1� 松阪市環境審議会意見書�

令和 5年 2月 20 日�
松阪市長� 竹上� 真人� 様�

松阪市環境審議会� �
会長� 岩﨑� 恭彦�

第 2次松阪市環境基本計画―中間見直し版―（案）に対する意見について�

当審議会では、松阪市環境基本条例第 9条第 3 項の規定に基づき、「第 2次松阪市環境基本計画―中
間見直し版― 案）」について、幅広い観点と多角的な視点から計画全般について慎重に審議を行い、
下記のとおり取りまとめた。第 2 次松阪市環境基本計画策定以降の社会情勢の変化や国内外の環境政
策の動向を踏まえ、「自分のこと化」という視点を継承しながら構成を整理され、理解しやすい計画案
となっており評価に値する。市においては本意見を尊重した上で策定されるとともに、その実効性が
担保されるよう、各環境施策が推進されることを期待する。�

記�

１．� 目指すべき環境像 「うるおいある豊かな環境につつまれるまちまつさか」の実現のため、広く計
画の周知に努め、市民 ・市民団体 ・事業者 ・市が一体となり推進すること。また、当面はコロナ禍
における周知・啓発方法を工夫されたい。�

２．� 市民一人ひとりが感じている身近な環境問題の解決につながるような施策や事業を展開された
い。また、本計画の理解を促すため、特に専門的な用語については注釈を入れ分かりやすくするこ
と。�

３．� 市民等の環境に関する意識を高めるためには環境教育 ・環境学習が重要であることから、多様な
関連機関との連携協力により、幅広い世代に対して環境教育・環境学習の積極的な展開に努める
こと。�

４．� 本計画の推進にあたっては、市民、事業者及び市が十分に連携 ・協働を図り着実な実施に努める
とともに、PDCA サイクルによる適切な進行管理を行い、数値目標の評価を確実に行っていくこ
と。�

以上�



���

資料 4� 環境大臣からのメッセージ�

� �
本市のゼロカーボンシティ宣言について、環境大臣からメッセージをいただきました。�

�
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資料 3� 松阪市ゼロカーボンシティ宣言�

�

2050 年までの脱炭素社会の実現に向け、行政として率先して脱炭素化施策に取り組むため、国と
同水準の目標を掲げた『松阪市ゼロカーボンビジョン』から「松阪市ゼロカーボンシティ宣言」を抜
粋しました。�
�

�

�
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資料 4� 環境大臣からのメッセージ�

� �
本市のゼロカーボンシティ宣言について、環境大臣からメッセージをいただきました。�
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資料 3� 松阪市ゼロカーボンシティ宣言�

�

2050 年までの脱炭素社会の実現に向け、行政として率先して脱炭素化施策に取り組むため、国と
同水準の目標を掲げた『松阪市ゼロカーボンビジョン』から「松阪市ゼロカーボンシティ宣言」を抜
粋しました。�
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４� 前３項に定めるもののほか、市は、市民、市民団体及び事業者  以下これらを 「市民等」という。）と協働し、環境保全活動
に努めるものとする。�
（市民の役割）�

第５条� 市民は、基本理念にのっとり、住み良い生活環境を築くため、自らの行動によって、うるおいある豊かな環境を損なう
ことのないようお互いに配慮するとともに、日常生活において、資源及びエネルギーの使用並びに廃棄物の排出等による環境
への負荷の低減に努めるものとする。�

２� 前項に定めるもののほか、市民は、市、市民団体及び事業者と協働し、環境保全活動に努めるものとする。�
（市民団体の役割）�

第６条� 市民団体は、基本理念にのっとり、市民の先導的な役割を担うべく市民が参画できる体制の整備、情報の提供及び活動
機会の充実等を図り、環境保全活動を積極的に推進するものとする。�

２� 前項に定めるもののほか、市民団体は、市、市民及び事業者と協働し、環境保全活動に努めるものとする。�
（事業者の役割）�

第７条� 事業者は、基本理念にのっとり、自らの責任と負担において、その事業活動に伴って生ずる公害を防止するための必要
な措置を講ずるとともに、積極的に環境保全対策に努めるものとする。�

２� 事業者は、公害その他うるおいある豊かな環境の保全と創造に支障を及ぼす行為に係る紛争が生じたときは、誠意をもって
その解決に当たるものとする。�

３� 事業者は、資源及びエネルギーの有効利用、廃棄物の発生抑制等により、環境への負荷を低減するものとする。�
４� 事業者は、その事業活動に係る製品その他の物が廃棄物となった場合に、適正に循環的な利用が促進されるよう必要な措置
を講ずるものとする。�

５� 前各項に定めるもののほか、事業者は、市、市民及び市民団体と協働し、環境保全活動に努めるものとする。�
� � � 第２章� うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する基本的施策�

第１節� 基本方針と環境基本計画�
（施策の策定等に係る基本方針）�

第８条� 市は、基本理念にのっとり、次に掲げる事項を基本として、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を策定
し実施するものとする。�
 1）健全な水循環の回復及び維持�
 2）多様な生態系並びに自然環境の保全及び回復と動植物の保護�
 3）都市生活型公害及び産業公害の防止及び予防�
 4）快適環境の創造�
 5）循環型地域社会の構築�
 6）地球環境の保全�
 7）環境教育及び環境学習の充実�
（環境基本計画）�

第９条� 市長は、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画  以下
「環境基本計画」という。）を定めるものとする。�

２� 環境基本計画は、市の総合計画の基本構想に即し、次に掲げる事項について定めるものとする。�
 1）うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する総合的かつ長期的な目標と施策の内容�
 2）市、市民、市民団体及び事業者がうるおいある豊かな環境の保全と創造のために行動するうえにおいて配慮すべき指針  以
下「環境行動指針」という。）�

 3）前２号に掲げるもののほか、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必
要な事項�

３� 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、市民等の意見を反映させるための必要な措置を講ずるとともに、第 24 条第
１項に規定する松阪市環境審議会の意見を聴くものとする。�

４� 市長は、環境基本計画を定めたときは、速やかにこれを公表するものとする。�
５� 前２項の規定は、環境基本計画の変更についても準用する。�
（環境基本計画との整合性）�

第 10条� 市長は、市の施策を定め、又は実施するに当たっては、環境基本計画との整合を図るよう努めるものとする。�
２� 市は、環境基本計画の実施に当たっては、その効果的な推進及び総合的な調整を行うために必要な措置を講ずるものとする。�
（環境行動指針への適合）�

第 11条� 市民等は、日常生活や事業活動において環境行動指針に従い、環境に配慮した行動に努めるものとする。�
（年次報告書の作成）�

第 12 条� 市長は、毎年、環境の状況及びうるおいある豊かな環境の保全と創造に関して講じた施策の結果を明らかにした報告
書を作成し、これを公表するものとする。�
第２節� 個別の分野における施策�

（水源のかん養機能及び水の浄化作用のための森林の保全）�

���

資料 5� 松阪市環境基本条例�

�
平成 17年１月１日 条例第 149号）�
平成 23年 10月 18 日条例第 35号�

前文�
� 伊勢平野の中央部に位置する松阪市は、西に高見山地より連なる美しい山並みが広がり、これより流れ出る水は、櫛田川、阪
内川、中村川などの清らかで力強い流れとなり、東に広がる伊勢湾に注ぎ込んでいる。この山から海まで連なる一連の緑の帯は、
肥沃な大地と地域に応じた生態系を育み、私たちはこの恵みを受け自然と共存して発展してきた。�
� また、蒲生氏郷の松阪開府より、江戸期には松阪商人の活躍を背景に、本居宣長を生みだし、その後も多くの文人墨客を輩出
するなど独自の個性ある文化を形づくってきた。�
� これらの豊かな自然と、先人が築いてきた歴史や文化は、私たちの日常生活に安らぎとうるおいを与え、私たちの生活を内面
から豊かにしてくれている。�
� しかしながら、便利な暮らしを求め続ける私たちは、大量生産、大量消費及び大量廃棄を繰り返すことで、環境への負荷を増
大させ、その影響は生物の生存の基盤である地球環境にまで深刻な影響を与えている。�
� もとより私たちは、松阪市のうるおいある豊かな環境を良好な状態で享受する 「権利」を有するとともに、その環境を将来に
わたって、守り、育み、さらに引き継いでいかなければならない。�
� この認識のもと、市、市民、市民団体及び事業者がそれぞれの役割を自覚し、協働して環境の保全と創造に取り組むことによ
り、環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会を実現することを目指し、ここに松阪市環境基本条例を制定する。�
�

第１章� 総則�
（目的）�

第１条� この条例は、うるおいある豊かな環境を保全し創造するため、基本理念を定め、市、市民、市民団体及び事業者の連携
のもとそれぞれが果たすべき役割を明らかにするとともに、施策の基本となる事項を定め、総合的かつ計画的に施策を推進し、
もって現在及び将来の市民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とする。�
（定義）�

第２条� この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。�
 1）うるおいある豊かな環境� 人と自然の営みが調和し、その中に生まれた独自の歴史や文化が守られ育まれる中で、現在及
び将来の市民が健康を維持し、安全で快適かつ文化的な生活をおくることができる環境をいう。�

 2）環境への負荷� 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境保全上の支障となるおそれのあるものをいう。�
 3）公害� 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って発生する相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚
濁 水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下 鉱物の掘採のた
めの土地の掘削によるものを除く。）及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることをいう。�

 4）地球環境保全� 人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、海洋の汚染、野生生物の種の減少その他の
地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であって、人類の福祉に貢献するとともに、市
民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをいう。�
（基本理念）�

第３条� うるおいある豊かな環境の保全と創造は、次に掲げる事項を基本理念として行うものとする。�
 1）市、市民、市民団体及び事業者が自らの活動と環境のかかわりを認識し、環境にやさしい身近な行動を心がけ、皆の参加
のもと持続的に発展することができる循環型地域社会を構築すること。�

 2）すべての生物にとってなくてはならない水の大切さを認識し、人も生き物もおいしく感じる水を取り戻し、守っていくた
め健全な水循環の回復と維持に努めること。�

 3）多様な生物が生息できる生態系及び自然環境が、広域的な広がりの中で守り育てられるとともに、身近な自然そして生物
を大切にする心を養い、自然とのふれあいを深め、人と自然との共生が図られること。�

 4）先人が築きそして引き継いできた歴史文化遺産を発掘、保全及び活用し、これらの所産が、私たちの生活の中に密着した
ものとして活かされるとともに、歴史文化環境の大切さを引き継ぎ伝えていくこと。�

 5）地球環境保全に関して、個々の環境への負荷の集積が現在の地球環境問題を引き起こしているということを踏まえ、常に
松阪市民であるとともに、地球市民であるという意識を持って環境にやさしい行動を実践すること。�
（市の役割）�

第４条� 市は、前条に規定する基本理念 以下「基本理念」という。）にのっとり、市域の自然的社会的条件に応じた環境の保
全に関する施策を策定し実施するものとする。�

２� 市は、自ら行う事業の実施に当たって環境への負荷の低減に積極的に努めるものとする。�
３� 市は、うるおいある豊かな環境の保全と創造のための広域的な取組を必要とする施策においては、国、三重県及び他の地方
公共団体と協力して、その推進に努めるものとする。�
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４� 前３項に定めるもののほか、市は、市民、市民団体及び事業者  以下これらを 「市民等」という。）と協働し、環境保全活動
に努めるものとする。�
（市民の役割）�

第５条� 市民は、基本理念にのっとり、住み良い生活環境を築くため、自らの行動によって、うるおいある豊かな環境を損なう
ことのないようお互いに配慮するとともに、日常生活において、資源及びエネルギーの使用並びに廃棄物の排出等による環境
への負荷の低減に努めるものとする。�

２� 前項に定めるもののほか、市民は、市、市民団体及び事業者と協働し、環境保全活動に努めるものとする。�
（市民団体の役割）�

第６条� 市民団体は、基本理念にのっとり、市民の先導的な役割を担うべく市民が参画できる体制の整備、情報の提供及び活動
機会の充実等を図り、環境保全活動を積極的に推進するものとする。�

２� 前項に定めるもののほか、市民団体は、市、市民及び事業者と協働し、環境保全活動に努めるものとする。�
（事業者の役割）�

第７条� 事業者は、基本理念にのっとり、自らの責任と負担において、その事業活動に伴って生ずる公害を防止するための必要
な措置を講ずるとともに、積極的に環境保全対策に努めるものとする。�

２� 事業者は、公害その他うるおいある豊かな環境の保全と創造に支障を及ぼす行為に係る紛争が生じたときは、誠意をもって
その解決に当たるものとする。�

３� 事業者は、資源及びエネルギーの有効利用、廃棄物の発生抑制等により、環境への負荷を低減するものとする。�
４� 事業者は、その事業活動に係る製品その他の物が廃棄物となった場合に、適正に循環的な利用が促進されるよう必要な措置
を講ずるものとする。�

５� 前各項に定めるもののほか、事業者は、市、市民及び市民団体と協働し、環境保全活動に努めるものとする。�
� � � 第２章� うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する基本的施策�

第１節� 基本方針と環境基本計画�
（施策の策定等に係る基本方針）�

第８条� 市は、基本理念にのっとり、次に掲げる事項を基本として、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を策定
し実施するものとする。�

 1）健全な水循環の回復及び維持�
 2）多様な生態系並びに自然環境の保全及び回復と動植物の保護�
 3）都市生活型公害及び産業公害の防止及び予防�
 4）快適環境の創造�
 5）循環型地域社会の構築�
 6）地球環境の保全�
 7）環境教育及び環境学習の充実�
（環境基本計画）�

第９条� 市長は、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画  以下
「環境基本計画」という。）を定めるものとする。�

２� 環境基本計画は、市の総合計画の基本構想に即し、次に掲げる事項について定めるものとする。�
 1）うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する総合的かつ長期的な目標と施策の内容�
 2）市、市民、市民団体及び事業者がうるおいある豊かな環境の保全と創造のために行動するうえにおいて配慮すべき指針  以
下「環境行動指針」という。）�

 3）前２号に掲げるもののほか、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必
要な事項�

３� 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、市民等の意見を反映させるための必要な措置を講ずるとともに、第 24 条第
１項に規定する松阪市環境審議会の意見を聴くものとする。�

４� 市長は、環境基本計画を定めたときは、速やかにこれを公表するものとする。�
５� 前２項の規定は、環境基本計画の変更についても準用する。�
（環境基本計画との整合性）�

第 10条� 市長は、市の施策を定め、又は実施するに当たっては、環境基本計画との整合を図るよう努めるものとする。�
２� 市は、環境基本計画の実施に当たっては、その効果的な推進及び総合的な調整を行うために必要な措置を講ずるものとする。�
（環境行動指針への適合）�

第 11条� 市民等は、日常生活や事業活動において環境行動指針に従い、環境に配慮した行動に努めるものとする。�
（年次報告書の作成）�

第 12 条� 市長は、毎年、環境の状況及びうるおいある豊かな環境の保全と創造に関して講じた施策の結果を明らかにした報告
書を作成し、これを公表するものとする。�
第２節� 個別の分野における施策�

（水源のかん養機能及び水の浄化作用のための森林の保全）�
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資料 5� 松阪市環境基本条例�

�
平成 17 年１月１日 条例第 149号）�
平成 23年 10月 18 日条例第 35号�

前文�
� 伊勢平野の中央部に位置する松阪市は、西に高見山地より連なる美しい山並みが広がり、これより流れ出る水は、櫛田川、阪
内川、中村川などの清らかで力強い流れとなり、東に広がる伊勢湾に注ぎ込んでいる。この山から海まで連なる一連の緑の帯は、
肥沃な大地と地域に応じた生態系を育み、私たちはこの恵みを受け自然と共存して発展してきた。�
� また、蒲生氏郷の松阪開府より、江戸期には松阪商人の活躍を背景に、本居宣長を生みだし、その後も多くの文人墨客を輩出
するなど独自の個性ある文化を形づくってきた。�
� これらの豊かな自然と、先人が築いてきた歴史や文化は、私たちの日常生活に安らぎとうるおいを与え、私たちの生活を内面
から豊かにしてくれている。�
� しかしながら、便利な暮らしを求め続ける私たちは、大量生産、大量消費及び大量廃棄を繰り返すことで、環境への負荷を増
大させ、その影響は生物の生存の基盤である地球環境にまで深刻な影響を与えている。�
� もとより私たちは、松阪市のうるおいある豊かな環境を良好な状態で享受する 「権利」を有するとともに、その環境を将来に
わたって、守り、育み、さらに引き継いでいかなければならない。�
� この認識のもと、市、市民、市民団体及び事業者がそれぞれの役割を自覚し、協働して環境の保全と創造に取り組むことによ
り、環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会を実現することを目指し、ここに松阪市環境基本条例を制定する。�
�

第１章� 総則�
（目的）�

第１条� この条例は、うるおいある豊かな環境を保全し創造するため、基本理念を定め、市、市民、市民団体及び事業者の連携
のもとそれぞれが果たすべき役割を明らかにするとともに、施策の基本となる事項を定め、総合的かつ計画的に施策を推進し、
もって現在及び将来の市民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とする。�
（定義）�

第２条� この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。�
 1）うるおいある豊かな環境� 人と自然の営みが調和し、その中に生まれた独自の歴史や文化が守られ育まれる中で、現在及
び将来の市民が健康を維持し、安全で快適かつ文化的な生活をおくることができる環境をいう。�

 2）環境への負荷� 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境保全上の支障となるおそれのあるものをいう。�
 3）公害� 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って発生する相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚
濁 水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下 鉱物の掘採のた
めの土地の掘削によるものを除く。）及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることをいう。�

 4）地球環境保全� 人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、海洋の汚染、野生生物の種の減少その他の
地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であって、人類の福祉に貢献するとともに、市
民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをいう。�
（基本理念）�

第３条� うるおいある豊かな環境の保全と創造は、次に掲げる事項を基本理念として行うものとする。�
 1）市、市民、市民団体及び事業者が自らの活動と環境のかかわりを認識し、環境にやさしい身近な行動を心がけ、皆の参加
のもと持続的に発展することができる循環型地域社会を構築すること。�

 2）すべての生物にとってなくてはならない水の大切さを認識し、人も生き物もおいしく感じる水を取り戻し、守っていくた
め健全な水循環の回復と維持に努めること。�

 3）多様な生物が生息できる生態系及び自然環境が、広域的な広がりの中で守り育てられるとともに、身近な自然そして生物
を大切にする心を養い、自然とのふれあいを深め、人と自然との共生が図られること。�

 4）先人が築きそして引き継いできた歴史文化遺産を発掘、保全及び活用し、これらの所産が、私たちの生活の中に密着した
ものとして活かされるとともに、歴史文化環境の大切さを引き継ぎ伝えていくこと。�

 5）地球環境保全に関して、個々の環境への負荷の集積が現在の地球環境問題を引き起こしているということを踏まえ、常に
松阪市民であるとともに、地球市民であるという意識を持って環境にやさしい行動を実践すること。�
（市の役割）�

第４条� 市は、前条に規定する基本理念 以下「基本理念」という。）にのっとり、市域の自然的社会的条件に応じた環境の保
全に関する施策を策定し実施するものとする。�

２� 市は、自ら行う事業の実施に当たって環境への負荷の低減に積極的に努めるものとする。�
３� 市は、うるおいある豊かな環境の保全と創造のための広域的な取組を必要とする施策においては、国、三重県及び他の地方
公共団体と協力して、その推進に努めるものとする。�
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５� 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と
する。�

６� 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に必要な事項は、別に定める。�
（調査等の実施）�

第 25 条� 市は、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を策定し、適正に実施するため、環境の状況を把握すると
ともに必要な調査及び研究を行うものとする。�
（監視等の体制の整備）�

第 26 条� 市は、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を実効性のあるものとするため、環境に係る監視、測定及
び検査の体制を整備するものとする。�
（財政措置）�

第 27条� 市は、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を推進するために必要な財政上の措置を講ずるものとする。�
第４章� 委任�

第 28条� この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。�
附� 則�

この条例は、平成 17 年１月１日から施行する。�
附� 則 平成 23年 10月 18 日条例第 35 号）�

この条例は、公布の日から施行する。�
�
�
�

� �

���

第 13 条� 市は、健全な水循環を回復し維持するためには、森林の持つ水源のかん養機能及び水の浄化作用が重要であるとの認
識のもと、水源のかん養機能及び水の浄化能力を高めるべく森林の保全に対し必要な措置を講ずるものとする。�
（生活排水の適正処理）�

第 14 条� 市は、健全な水循環を回復し維持するため、公共下水道事業及び農業集落排水事業を推進するとともに、合併処理浄
化槽の普及促進を図り、生活排水の浄化に努めるものとする。�

２� 市は、生活排水による水質汚濁の防止に関する知識の普及及び啓発に努めるものとする。�
（開発事業等に係る環境への配慮）�

第 15 条� 市は、土地の形状の変更、工作物の新設その他これらに類する事業を行う事業者の策定する計画が、環境に適正に配
慮されたものとなるよう必要な措置を講ずるものとする。�
（歴史文化の薫る魅力ある都市景観の形成等）�

第 16 条� 市は、快適環境の創造のために、歴史文化遺産の発掘、保存及び活用を通じて個性あふれる町並みを形成するととも
に、自然環境と調和のとれた魅力ある景観の保全に努めるものとする。�
（廃棄物の減量及び資源化の促進）�

第 17条� 市は、循環型地域社会の構築を図るため、廃棄物の減量及び資源化が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。�
２� 市は、環境への負荷の低減を図るため、市の施設の建設及び維持管理に当たっては、資源及びエネルギーの有効利用並びに
廃棄物の減量が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。�
（地球温暖化対策の推進）�

第 18 条� 市は、地球環境の保全において、特に地球温暖化が地球全体の環境に深刻な影響を及ぼすものとの認識のもと、市民
等と協働して地球温暖化対策に関する施策を推進するものとする。�

２� 前項の場合において、市は、自ら率先して温室効果ガスの排出の抑制に努めるものとする。�
（地球環境保全のための行動の促進）�

第 19 条� 市は、市民等との協働により、それぞれの役割に応じて地球環境保全に向けた行動指針を定め、その普及に努めると
ともに、この指針に従い地球環境保全に向けた行動を促進するよう必要な措置を講ずるものとする。�
第３節� 参画と協働のための施策�

（環境教育及び環境学習の推進）�
第 20条� 市は、環境教育及び環境学習の充実を図るため、次に掲げる事項を総合的かつ計画的に実施するものとする。�
 1）学校教育における環境教育の推進のための施策�
 2）うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する生涯学習の支援のための施策�
 3）うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する広報啓発活動�
 4）その他環境教育及び環境学習の推進のための必要な施策�
２� 市民及び市民団体は、うるおいある豊かな環境の保全と創造のために環境教育及び環境学習が重要な役割を果たすことを認
識し、環境に配慮した活動を自ら実践できるよう環境教育及び環境学習に主体的に取り組むものとする。�

３� 事業者は、うるおいある豊かな環境の保全と創造のために環境教育及び環境学習が重要な役割を果たすことを認識し、環境
教育及び環境学習を通じて事業所の従業員の環境への意識を高めるよう努めるものとする。�
（市民等の自発的な活動の促進）�

第 21 条� 市は、市民等が自発的に行う緑化活動、再生資源に係る回収活動その他のうるおいある豊かな環境の保全と創造に関
する活動を促進するため、必要な措置を講ずるものとする。�
（環境情報の収集及び提供）�

第 22 条� 市は、環境の状況及びうるおいある豊かな環境の保全と創造に役立つ情報の収集に努めるとともに、個人及び法人の
権利利益の保護に配慮しつつ、第 20 条に規定する環境教育及び環境学習の推進並びに前条に規定する市民等の自発的な活動
の促進に必要な情報を適切に提供するよう努めるものとする。�
（市民等の意見の反映）�

第 23 条� 市は、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を推進するため、市民等の意見を反映するよう努めるもの
とする。�

第３章� 推進及び調査体制等�
（松阪市環境審議会）�

第 24 条� 市は、環境基本法 平成５年法律第 91 号）第 44 条の規定に基づき、松阪市環境審議会 以下「審議会」という。）
を置くものとする。�

２� 審議会は、環境基本計画に関する事項その他うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する基本的事項について調査審議
し、市長に意見を述べるものとする。�

３� 審議会は、委員 15人以内で組織する。�
４� 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。�
 1）市民から公募した者�
 2）学識経験を有する者�
 3）前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者�
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５� 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と
する。�

６� 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に必要な事項は、別に定める。�
（調査等の実施）�

第 25 条� 市は、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を策定し、適正に実施するため、環境の状況を把握すると
ともに必要な調査及び研究を行うものとする。�
（監視等の体制の整備）�

第 26 条� 市は、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を実効性のあるものとするため、環境に係る監視、測定及
び検査の体制を整備するものとする。�
（財政措置）�

第 27条� 市は、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を推進するために必要な財政上の措置を講ずるものとする。�
第４章� 委任�

第 28条� この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。�
附� 則�

この条例は、平成 17年１月１日から施行する。�
附� 則 平成 23年 10月 18 日条例第 35 号）�

この条例は、公布の日から施行する。�
�
�
�
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第 13 条� 市は、健全な水循環を回復し維持するためには、森林の持つ水源のかん養機能及び水の浄化作用が重要であるとの認
識のもと、水源のかん養機能及び水の浄化能力を高めるべく森林の保全に対し必要な措置を講ずるものとする。�
（生活排水の適正処理）�

第 14 条� 市は、健全な水循環を回復し維持するため、公共下水道事業及び農業集落排水事業を推進するとともに、合併処理浄
化槽の普及促進を図り、生活排水の浄化に努めるものとする。�

２� 市は、生活排水による水質汚濁の防止に関する知識の普及及び啓発に努めるものとする。�
（開発事業等に係る環境への配慮）�

第 15 条� 市は、土地の形状の変更、工作物の新設その他これらに類する事業を行う事業者の策定する計画が、環境に適正に配
慮されたものとなるよう必要な措置を講ずるものとする。�
（歴史文化の薫る魅力ある都市景観の形成等）�

第 16 条� 市は、快適環境の創造のために、歴史文化遺産の発掘、保存及び活用を通じて個性あふれる町並みを形成するととも
に、自然環境と調和のとれた魅力ある景観の保全に努めるものとする。�
（廃棄物の減量及び資源化の促進）�

第 17条� 市は、循環型地域社会の構築を図るため、廃棄物の減量及び資源化が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。�
２� 市は、環境への負荷の低減を図るため、市の施設の建設及び維持管理に当たっては、資源及びエネルギーの有効利用並びに
廃棄物の減量が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。�
（地球温暖化対策の推進）�

第 18 条� 市は、地球環境の保全において、特に地球温暖化が地球全体の環境に深刻な影響を及ぼすものとの認識のもと、市民
等と協働して地球温暖化対策に関する施策を推進するものとする。�

２� 前項の場合において、市は、自ら率先して温室効果ガスの排出の抑制に努めるものとする。�
（地球環境保全のための行動の促進）�

第 19 条� 市は、市民等との協働により、それぞれの役割に応じて地球環境保全に向けた行動指針を定め、その普及に努めると
ともに、この指針に従い地球環境保全に向けた行動を促進するよう必要な措置を講ずるものとする。�
第３節� 参画と協働のための施策�

（環境教育及び環境学習の推進）�
第 20条� 市は、環境教育及び環境学習の充実を図るため、次に掲げる事項を総合的かつ計画的に実施するものとする。�
 1）学校教育における環境教育の推進のための施策�
 2）うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する生涯学習の支援のための施策�
 3）うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する広報啓発活動�
 4）その他環境教育及び環境学習の推進のための必要な施策�
２� 市民及び市民団体は、うるおいある豊かな環境の保全と創造のために環境教育及び環境学習が重要な役割を果たすことを認
識し、環境に配慮した活動を自ら実践できるよう環境教育及び環境学習に主体的に取り組むものとする。�

３� 事業者は、うるおいある豊かな環境の保全と創造のために環境教育及び環境学習が重要な役割を果たすことを認識し、環境
教育及び環境学習を通じて事業所の従業員の環境への意識を高めるよう努めるものとする。�
（市民等の自発的な活動の促進）�

第 21 条� 市は、市民等が自発的に行う緑化活動、再生資源に係る回収活動その他のうるおいある豊かな環境の保全と創造に関
する活動を促進するため、必要な措置を講ずるものとする。�
（環境情報の収集及び提供）�

第 22 条� 市は、環境の状況及びうるおいある豊かな環境の保全と創造に役立つ情報の収集に努めるとともに、個人及び法人の
権利利益の保護に配慮しつつ、第 20 条に規定する環境教育及び環境学習の推進並びに前条に規定する市民等の自発的な活動
の促進に必要な情報を適切に提供するよう努めるものとする。�
（市民等の意見の反映）�

第 23 条� 市は、うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する施策を推進するため、市民等の意見を反映するよう努めるもの
とする。�

第３章� 推進及び調査体制等�
（松阪市環境審議会）�

第 24 条� 市は、環境基本法 平成５年法律第 91 号）第 44 条の規定に基づき、松阪市環境審議会 以下「審議会」という。）
を置くものとする。�

２� 審議会は、環境基本計画に関する事項その他うるおいある豊かな環境の保全と創造に関する基本的事項について調査審議
し、市長に意見を述べるものとする。�

３� 審議会は、委員 15人以内で組織する。�
４� 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。�
 1）市民から公募した者�
 2）学識経験を有する者�
 3）前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者�
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資料 6� 松阪市環境審議会規則�

�
平成 17年９月 30 日規則第 302号�
平成 18年３月 31 日規則第 41号�
平成 26年３月 31 日規則第 38号�
平成 29年３月 23 日規則第 11号�

（趣旨）�
第１条� この規則は、松阪市環境基本条例 平成 17 年松阪市条例第 149 号）第 24 条第６項の規定に基づき、松阪市環境審議
会 以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。�
（会長及び副会長）�

第２条� 審議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。�
２� 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。�
３� 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。�
（会議）�

第３条� 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。�
２� 審議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。�
３� 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。�
（秘密の保持）�

第４条� 委員は、職務上知り得た秘密を保持しなければならない。その職を退いた後もまた、同様とする。�
（報酬及び費用弁償）�

第５条� 委員の報酬及び費用弁償は、松阪市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例  平成 17 年松阪市条例第 53 号）
の定めるところにより支払うものとする。�
（庶務）�

第６条� 審議会の庶務は、環境生活部環境課において処理する。�
（補則）�

第７条� この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。�
附� 則�

この規則は、公布の日から施行する。�
附� 則 平成 18年３月 31 日規則第 41 号）�

この規則は、平成 18年４月１日から施行する。�
附� 則 平成 26年３月 31 日規則第 38 号）�

この規則は、平成 26年４月１日から施行する。�
附� 則 平成 29年３月 23 日規則第 11 号）�

この規則は、平成 29年４月１日から施行する。�
�
�
�

資料 7� 松阪市環境審議会委員名簿�

�
■第 9期松阪市環境審議会委員�

氏� 名� � �  所� 属）� 氏� 名� � �  所� 属）�

◎� � 岩﨑� 恭彦� � (三重大学人文学部教授)� 橋本� 耕一� (みえなか農業協同組合営農部次長)�

○� � 冨田� 靖男� � (元三重県立博物館館長)� 山本� 健治� (住友理工株式会社松阪事業所総務勤労課課長)�

大西� 大輔� � (松阪飯南森林組合参事)� 笠井� 誠� � (公募委員)�

豊田� 多希子� (松阪市立米之庄小学校校長)� 柴田� 実� � (公募委員)�

中東� 恵� � � (一般社団法人三重県建築士会)� 中北� 喜彦� (公募委員)�

西� 秀次� � � (松阪漁業協同組合組合長)� 南� 泰代� � (公募委員)�

◎会長、○副会長
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資料 6� 松阪市環境審議会規則�

�
平成 17 年９月 30 日規則第 302号�
平成 18 年３月 31 日規則第 41号�
平成 26 年３月 31 日規則第 38号�
平成 29 年３月 23 日規則第 11号�

（趣旨）�
第１条� この規則は、松阪市環境基本条例 平成 17 年松阪市条例第 149 号）第 24 条第６項の規定に基づき、松阪市環境審議
会 以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。�
（会長及び副会長）�

第２条� 審議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。�
２� 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。�
３� 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。�
（会議）�

第３条� 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。�
２� 審議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。�
３� 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。�
（秘密の保持）�

第４条� 委員は、職務上知り得た秘密を保持しなければならない。その職を退いた後もまた、同様とする。�
（報酬及び費用弁償）�

第５条� 委員の報酬及び費用弁償は、松阪市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例  平成 17 年松阪市条例第 53 号）
の定めるところにより支払うものとする。�
（庶務）�

第６条� 審議会の庶務は、環境生活部環境課において処理する。�
（補則）�

第７条� この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。�
附� 則�

この規則は、公布の日から施行する。�
附� 則 平成 18年３月 31 日規則第 41 号）�

この規則は、平成 18 年４月１日から施行する。�
附� 則 平成 26年３月 31 日規則第 38 号）�

この規則は、平成 26 年４月１日から施行する。�
附� 則 平成 29年３月 23 日規則第 11 号）�

この規則は、平成 29 年４月１日から施行する。�
�
�
�

資料 7� 松阪市環境審議会委員名簿�

�
■第 9期松阪市環境審議会委員�

氏� 名� � �  所� 属）� 氏� 名� � �  所� 属）�

◎� � 岩﨑� 恭彦� � (三重大学人文学部教授)� 橋本� 耕一� (みえなか農業協同組合営農部次長)�

○� � 冨田� 靖男� � (元三重県立博物館館長)� 山本� 健治� (住友理工株式会社松阪事業所総務勤労課課長)�

大西� 大輔� � (松阪飯南森林組合参事)� 笠井� 誠� � (公募委員)�

豊田� 多希子� (松阪市立米之庄小学校校長)� 柴田� 実� � (公募委員)�

中東� 恵� � � (一般社団法人三重県建築士会)� 中北� 喜彦� (公募委員)�

西� 秀次� � � (松阪漁業協同組合組合長)� 南� 泰代� � (公募委員)�

◎会長、○副会長




